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Mobility as a Serviceとマイクログリッドの運用計画の統合

に関する研究* 

 

李一達 

 

 

 

概要 

 

エネルギー効率の改善やレジリエンシィの確保を目的とした地産地消型のエネルギーシステム

として，再生可能エネルギーを主体としたマイクログリッドに期待が高まっている。しかし，マ

イクログリッドは比較的狭い地域を対象としていることから再生可能エネルギーの発電出力と電

力需要とをバランスさせにくい。蓄電池を活用したエネルギーの時間的シフトや上位系統との電

力融通（売買電）といった対応が必要であるが，これらはMG運用者にとって経済的な負担とな

ることが多い。異なる地点に設置されている複数のMGを連携させることで，エネルギーの空間

的シフトにより需給のバランスを図る検討もあるが，そのためには送配電線を介した自己託送が

必要となり，経済的負担に加えて計画値同時同量の達成など技術的なハードルも高い。これらの

ことからマイクログリッドの事業性確立には，エネルギーの時間的・空間的シフトを可能とする

上記以外の対策についても検討することは意義深いと考える。 

排気ガスの削減や交通渋滞の改善を目的とした次世代交通システム，MaaS（Mobility as a Service)

が実運用のステージに移行しつつある。MaaSではあらゆる公共交通機関が IT技術でシームレス

に結び付けられるため，ガソリンを燃料とする自家用車主体から，電気自動車（EV）によるカー

シェアリングやライドシェアなどのシェアモビリティを主体とする交通形態へのパラダイムシフ

トが実現される可能性は高い。 

そこで，人・物の輸送という MaaS の本来の目的に相乗りする形で，電力系統の制約に縛られ

ないエネルギーの時間的・空間的シフトを実現できる可能性に着目した。MaaS の配車計画とマ

イクログリッド間のエネルギーの空間的シフトを含めたエネルギーマネジメントを協調的に計

画・運用する“EV and Energy”Management System（E2MS）を提案する。さらに，MaaSの移動需要

を満たしつつ，マイクログリッド間のエネルギーの時間的・空間的シフトに MaaS を活用し得る

ことを数値試算をもとに評価する。 

 

キーワード：セクターカップリング，マイクログリッド，エネルギーマネジメント， 

モビリティアズアサービス，配車計画 
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Research on the Integration of Operational Planning for 

Mobility as a Service and Micro Grids† 

 

Yida Li 

 

 

Abstract 

 

Microgrids are gaining attention as a solution for promoting local energy production and consumption to 

improve energy efficiency and resilience. However, their small scale often leads to significant supply-demand 

imbalances, making it difficult to align renewable energy output with electricity demand. Addressing this 

mismatch typically involves measures such as deploying battery storage or engaging in power trading with 

larger grid systems, including interconnections between multiple microgrids. These solutions, however, entail 

financial burdens and technical challenges, such as the high cost of self-wheeling and the complexity of 

achieving simultaneous supply-demand balancing. Thus, exploring innovative approaches to enhance energy 

storage and transfer is crucial for improving the economic viability of microgrids. 

 Mobility as a Service (MaaS), designed to reduce emissions and alleviate traffic congestion, is advancing 

towards widespread implementation. By seamlessly integrating various forms of public transportation, MaaS 

fosters a shift from reliance on gasoline-powered personal vehicles to shared electric vehicles (EVs) through 

car-sharing and ride-sharing systems. 

In this research, we propose an EV and Energy Management System (E2MS) that bridges MaaS delivery 

scheduling with microgrid energy management. Numerical simulations validate the feasibility of this system, 

demonstrating that EVs can simultaneously satisfy MaaS transportation demands and act as mobile storage 

units to enhance energy transfer and storage between microgrids. 

 

Key words: Sector couplings, Microgrid, Energy management, Mobility as a Service,  

Vehicle routing problem 
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第 1 章 序論 

1.1 本論文の背景 

産業革命以降の急激な人口増加や経済成長に伴い，エネルギーの消費量も急激に増加している

（図 1-1）[1]。エネルギー供給のうち最大の割合を占める化石燃料の構成は石油が 31.7%，石炭

が 26.5%，天然ガスが 23.3％であり，これにより私たちの社会が化石燃料に大きく依存している

ことがわかる。しかし，化石燃料には限りがあり，世界全体の人口増加及び経済成長を踏まえる

と，石油は 54年，天然ガスは 49年，石炭は 139年で枯渇する懸念がある（図 1-2）。 

 

図 1-1 世界の一次エネルギー供給量の推移[1]  
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図 1-2 世界のエネルギー資源確認埋蔵量[1] 

また，化石燃料の枯渇に加え，化石燃料の燃焼から排出される温室効果ガスが地球温暖化を引

き起こし，異常気象や海面上昇の原因となり，生態系や社会に広範な悪影響を与えている。この

問題に対応するために，2015年 12月 12日に国連気候変動枠組み条約締約会議（COP）では，地

球温暖化に向けたパリ協定が採択され，「世界的な平均気温上昇を産業革命前に比べて 2℃より

十分低く保つこと」や「今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と吸収源によ

る除去量との均衡を達成すること」などの目標が設定された。120 以上の国と地域がこの目標を

もとに，「2050年カーボンニュートラル」の達成を目指している[2]。 

環境省が公開している日本の温室効果ガス排出量[3]によると，発電所等のエネルギー変換部門

の温室効果ガス排出量は全体の 40%を占めている（表 1-1）。これは発電における電源構成が主

に石油・石炭・天然ガスによる火力発電を中心に依存しているためである。2000頃年までに原子

力の割合は増加し，2010 年までは全体のおよそ 4 分の 1 を占めていたが，2011 年 3 月の東日本

大震災に伴う福島第一原子力発電所事故の影響で，ほとんどの原子力発電所は稼働停止となって

いる（図 1-3）。そのため，温室効果ガスを排出しない原子力の代替として，天然ガス・石炭な

どの火力発電に加え，再生可能エネルギーによる発電が求められている。 

エネルギー変換部門と産業部門に続き，自動車等の運輸部門の温室効果ガス排出量は全体の

18%を占めており（表 1-1），電気自動車等のクリーンエネルギー車の普及が求められている。現

在の税制では，自動車取得税の非課税，重量税の免税，自動車税の減税など，電気自動車の普及

を支援する措置が講じられている[4]。 

これらの背景を踏まえ，化石燃料への依存度を減らし，再生可能エネルギーを中心としたエネ

ルギー利用の実現に向けた社会全体のシフトが重要視されている。そのため，再生可能エネルギ

ーの大量導入を見据えた電力システムや交通システムの運用・構築が求められている。 
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表 1-1 温室効果ガスの分野別排出量（単位百万トン）[3] 

 

1990年度 

排出量 

(シェア) 

2013年度 

排出量 

(シェア) 

2021年度 

排出量 

(シェア) 

2022年度 

排出量 

(シェア) 

変化量 

【変化率】 

2013 

年度比 

2021 

年度比 

合計 
1,163 

(100%) 

1,318 

(100%) 

1,064 

(100%) 

1,037 

(100%) 

-280.9 

【-21.3%】 

-27.0 

【-2.5%】 

エネルギー

起源 

1,068 

(91.8%) 

1,235 

(93.8%) 

987 

(92.8%) 

964 

(93.0%) 

-271.3 

【-22.0%】 

-23.0 

【-2.3%】 

産業部門 

（工場等） 

378 

(32.5%) 

330 

(25.1%) 

269 

(25.3%) 

253 

(24.4%) 

-77.6 

【-23.5%】 

-16.2 

【-6.0%】 

運輸部門 

（自動車自

等） 

202 

(17.3%) 

215 

(16.3%) 

178 

(16.7%) 

185 

(17.8%) 

-30.0 

【-14.0%】 

+7.2 

【+4.0%】 

業務その他

部門 

（商業・サ

ービス・事

業所等） 

81.0 

(7.0%) 

104 

(7.9%) 

60.6 

(5.7%) 

56.8 

(5.5%) 

-46.9 

【-45.2%】 

-3.7 

【-6.2%】 

家庭部門 
58.2 

(5.0%) 

60.3 

(4.6%) 

51.6 

(4.8%) 

49.6 

(4.8%) 

-10.7 

【-17.7%】 

-1.9 

【-3.7%】 

エネルギー

転換部門

（発電所・

製油所等） 

348 

(30.0%) 

526 

(39.9%) 

429 

(40.3%) 

420 

(40.5%) 

-106.2 

【-20.2%】 

-8.4 

【-2.0%】 

非エネルギ

ー起源 

95.3 

(8,2%) 

82.2 

(6.2%) 

76.6 

(7.2%) 

72.6 

(7.0%) 

-9.6 

【-11.7%】 

-4.0 

【-5.2%】 

工業プロセ

ス及び製品

の使用 

65.2 

(5.6%) 

49.3 

(3.7%) 

43.7 

(4.1%) 

40.9 

(3.9%) 

-8.4 

【-17.0%】 

-2.8 

【-6.5%】 

廃棄物 

（焼却等） 

23.7 

(2.0%) 

29.9 

(2.3%) 

30.6 

(2.9%) 

29.6 

(2.9%) 

-0.31 

【-1.0%】 

-1.0 

【-3.4%】 

その他 
6.4 

(0.5%) 

3.1 

(0.2%) 

2.3 

(0.2%) 

2.1 

(0.2%) 

-0.91 

【-29.8%】 

-0.11 

【-5.0%】 
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図 1-3 電源別発電電力量の実績[1] 

1.1.1 再生可能エネルギーの主力化 

 経済産業省が公開しているエネルギー白書 2024[5]によると，世界における太陽光発電（PV）

の導入量は 2000年代から加速し，2022年には累積導入量が 12億 kWに達した。この導入拡大に

は，2000 年前後に欧米諸国で導入された固定価格買取制度の効果が大きく，PV の買取価格が高

額に設定されたことにより，導入が急速に進展した。日本でも 2012年に固定価格買取制度が導入

されたことにより，PV の導入が大幅に拡大し，2022 年の累積導入量で見ると中国・米国に次い

で世界第 3 位となっている。こうした PV の普及により市場が拡大し，発電設備の導入コストが

低下した結果，近年では新興諸国にも導入が広がっている。 

また，風力発電は太陽光，水力，地熱などの再生可能エネルギーと比べて発電効率が高いため，

各国にて導入が進められており，2022年の累積導入量は約 9億 kWに達した。導入量が最も多い

のは中国で米国，ドイツがこれに続き，3 か国で世界全体の約 6 割を占めている。日本では遠浅

な海が少ないため，風力発電の主力である洋上風力の導入量は比較的少ないものの，着床式に代

わる浮体式洋上風力が開発されており，長崎の五島市に 2000kW の浮体式洋上風力が導入されて

いる。日本における浮体式洋上風力の導入ポテンシャルは，国内総電力量の 2.5 倍に相当すると

されており，今後の風力導入拡大が期待されている[6]。 
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図 1-4 世界の太陽光発電の導入状況[5] 

 

図 1-5 世界の風力発電の導入状況[5] 

 今後さらに再生可能エネルギーの導入拡大が予想される。しかし，再生可能エネルギーの出力

は自然エネルギーに由来するため，導入を進める中でいくつかの課題が生じている。 

例えば，従来の発電所の立地，再生可能エネルギーの賦存量が多い地域，電力需要が多い地域

の間に生じるミスマッチである。これまでの電力系統は大規模発電を全体に構築され，大量の電

力を供給する従来の発電所と電力需要が高い地域を結ぶ形で作られてきた。しかし，再生可能エ
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ネルギーの賦存量が多い地域は，閑散地域や住宅街などである場合が多く，従来の発電所の立地

と一致しないことが多い。このため，大規模な再生可能エネルギーの導入が進む中で，系統制約

の問題が顕在化している。再生可能エネルギーの賦存量が多い地域と既存の電力系統を接続する

ためには，新たな送電網の建設や既存系統の増設が必要であり，これが再エネの受け入れコスト

を増大させる要因となっている。 

さらに，再生可能エネルギーの出力は天候に左右されやすく，不安定である点が挙げられる。

再生可能エネルギーは天候や気象条件に左右されるため，出力の制御が難しく，電力需要を上回

る発電が発生する場合がある。需給バランスが崩れ，大規模停電を引き起こすリスクも生じる。

また，逆に発電が行われない時間帯もあり，再生可能エネルギーからの安定的な電力供給が困難

になる場合もある。 

1.1.2 マイクログリッドへの期待 

1.1.1項で述べたように，賦存量や出力変動などの課題から，再生可能エネルギーを既存の大規

模系統へ大量に導入するには困難が伴う。そこで再生可能エネルギーを含む複数の分散型電源や

可制御電源を組み合わせて運用する小規模系統，マイクログリッド（MG）を活用し，地域内で再

生可能エネルギーを地産地消することが期待されている。MG は CERTS（The Consortium for 

Electric Reliability Technology Solutions）によって次のように定義されている[7]。 

⚫ 複数の小さな分散型電源，電力貯蔵装置，電力負荷から構成される一つの集合体 

⚫ 集合体は系統からの独立も可能であるが，系統やその他のMGと適切に連携することも可能 

⚫ 需要家のニーズに基づき，設計，設置，制御される 

 MGの導入には多様な意義があり（表 1-2），各国の電力系統の特徴やニーズに応じて異なる。

たとえば，欧州では再生可能エネルギーの導入拡大や，離島における自立した地産地消型エネル

ギーシステムの構築が主な目的である。日本では再生可能エネルギーの導入拡大に加えて，省エ

ネルギー，二酸化炭素排出量の削減，地域資源の活用も重視されている。地域に根ざした再生可

能エネルギーを活用することで，上位系統からの購入電力を削減し，省エネルギー効果を期待す

る動きが進んでいる。米国では 1996年および 2003年の大停電を契機に電力系統の信頼性が課題

となり，MG によって需要家が自給自足を実現することが，需要家自身がレジリエンスを高める

手段として位置づけられている。大規系統に障害が発生した際には，MG を上位系統から切り離

し，MG 内の分散型電源を活用して地域内で自立運転を行うことでレジリエンシィの向上を図る

ことが可能である。 
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表 1-2 MGの導入意義[7] 

意義 内容 

コスト 
⚫ エネルギーコストの削減の可能性 

⚫ 価格の不安定性への対応 

信頼性・セキュリティ 
⚫ 供給信頼性と電力品質の向上 

⚫ 電源の分散設置や自立運転によるセキュリティの向上 

環境・エネルギー効率 

⚫ 自然変動電源の不安定性を低減 

⚫ 温室効果ガス排出等の低減 

⚫ 高効率・低環境負荷の電源(CHP等)の導入の促進 

電力システムへの貢献度 

⚫ アンシラリーサービスの提供 

⚫ 需要家に応じた品質・価格での電力供給 

⚫ 最適電力供給システムの構築 

⚫ ピーク負荷の削減などによる新設費用の低減 

⚫ 離島，未電化地域などでの電力供給 

地域資源の活用 
⚫ 未利用資源の有効利用 

⚫ 新たなビジネスの実施による地域振興効果 

 しかし，MG は比較的狭い地域を対象としているため，再生可能エネルギーの気象条件に依存

した出力変動の影響を受けやすく，再生可能エネルギーの発電出力と電力需要のバランスを取り

にくい。両者のミスマッチを解消するためには，蓄電池を活用したエネルギーの時間的シフトや

上位系統との電力融通（売買電）といった対応が必要であるが，これらはMG運用者にとって経

済的な負担となることが多い。異なる地点に設置されている複数のMGを連携させることで，エ

ネルギーの空間的シフトにより需給のバランスを図る検討もあるが[8][9]，その実現には送配電線

を介した自己託送[10]の利用が必要である。 

現在の日本の法律の下では，自己託送を行う際に送配電事業者が保有する系統を使用するため

の「託送料金」を支払う必要がある。さらに，送配電線には容量制約があるため，MG の需要と

供給を 30 分単位で予測した計画値を事前に送配電事業者へ提出する義務がある。計画値と実際

の需給に差異が生じて同時同量が達成できない場合，ペナルティ料金が発生する。自己託送を利

用する需要家は必ずしも電気事業者ではなく，託送規模も小さいためインバランスが発生しやす

い傾向にあり，自経済的負担に加えて技術的なハードルも高いものである[11]。 

 これらのことから，MG の事業性を確立するには，再生可能エネルギーを効率的に活用するた

め，エネルギーの時間的・空間的シフトを可能にする新たな対策を検討することが重要であると

考えられる。 

1.1.3 電気自動車の普及 

 国際エネルギー機関が公開している「Global EV Outlook 2024」[12]によると，世界における EV

およびプラグインハイブリッド車の導入は 2016年以降急速に進展し，2023年にはそれぞれ 2,700

万台，1,200万台に達している。この導入拡大の背景には，ガソリン車に比べたエネルギー効率の

高さ，再生可能エネルギーとの親和性の高さ，さらには新たな産業競争力の源泉となり得る点が
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ある。このため，各国政府は EVの普及を促進する政策を打ち出している[13]。日本では，2035年

までに乗用車の新車販売において電動車 100％を目指す目標が掲げられており，充電インフラの

整備，税制優遇，研究開発支援，国際連携などの具体的な戦略が進められている。また，今後 10

年間で 150 兆円規模の投資が予定されており，再生可能エネルギーや EV の普及がさらに加速す

る見込みである。中国では，自動車メーカーに対し販売台数の一定割合を New Energy Vehicle（NEV）

にすることを義務付ける NEV 規制が 2019 年から導入されている。2025 年には 20％，2030 年に

は 40％と規制が強化される予定で，基準を満たさないメーカーは他社から超過分のクレジットを

購入する義務がある。この規制により，2024 年 1 月から 9 月の累計で EV の販売台数は約 498.8

万台に達し，自動車販売シェアの約 23.1％を占めるにいたっている。欧州では，2021年に欧州グ

リーンディールに基づく法案が発表され，自動車分野において厳格な目標が設定された。具体的

には，二酸化炭素排出量を 2021年比で 2030年までに 55％削減し，2035年までに 100％削減する

目標が設定された。これにより，2035年にはプラグインハイブリッド車やハイブリッド車を含め，

すべてのガソリン車およびディーゼル車が禁止される見通しである。 

 

図 1-6 世界の電気自動車の導入状況[12] 
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図 1-7 世界のプラグインハイブリッド車の導入状況[12] 

EVの普及が進む中，EVを「動く蓄電池」として捉え，再生可能エネルギーと組み合わせて電

力システムで活用する可能性が期待されている。具体的には，V2G（Vehicle to Grid）や V2H（Vehicle 

to Home）といった技術の活用である。これにより，停車している EVを蓄電池として効率的に利

用し，再生可能エネルギーの時間的シフトを可能にするほか、災害時のバックアップ電源として

も機能することが見込まれる[14]。 

1.1.4 Mobility as a Serviceによるパラダイムシフト 

Mobility as a Service（MaaS）とは，カーシェア，ライドシェア，バス，シェアサイクリングな

どの様々な公共交通手段を統合し，いつでも利用，計画，予約，決済が可能になることで，自家

用車を保有せずともスムーズに移動できるようにする構想である[15]。MaaSの統合レベルは 0～

4 の 5 段階に分けられており（図 1-8），2016 年にはフィンランドの企業 Global社がMaaSアプ

リ「Whim」を通してレベル 3のMaaSを実用化した。Whimでは，ヘルシンキ市周辺エリアを対

象に 3つの料金プラン（うち 2つは定額制）が提供され，ユーザーが自身に会ったプランを選べ

るようになっている。利用データによると，Whim のサービス導入後にユーザーの公共交通利用

は 26％増加し，自家用車の利用は 20％減少したとされている[16]。このように，MaaS は自家用

車の保有削減効果があり，排気ガスの削減や交通渋滞の改善に大きく寄与することが期待される。 
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図 1-8 MaaSの統合段階[15] 

 

図 1-9 MaaS(Whim)ユーザーの移動手段の変化[16] 

ダイムラーは2016年のパリ・モーターショーで中長期戦略としてCASE（Connected，Autonomous，

Shared，Electric）を発表した。現在ではトヨタを含めた世界中の主要自動車メーカーが CASE を

重視した戦略を掲げ，自動車産業の大変革期を象徴するキーワードとなっている。CASE が影響

を及ぼす範囲は自動車の製造だけにとどまらず，販売，整備，保険などの自動車関連バリューチ

ェーンに加え，エネルギー，IOT，公共交通，観光，金融業界にまでも及ぶと考えられている。し

かし，CASE が進展するに伴い，生産コストも比例して上昇し，車両販売価格に転嫁するには限

界がある。そのため，自動車産業では従来の売り切りのビジネスモデルから，カーシェアリング

やライドシェアリングのような MaaS による持続的な収益確保へとシフトする動きが検討されて

いる[17]。 

こうした環境改善への取り組みと産業構造の変化の両面が合わさり MaaS は今後もさらなる進

展が期待される。日本国内でも MaaS 化が推進している。タイムズカーシェアをはじめとするカ
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ーシェア事業は，2011年以降急速に拡大しており，2020年と 2021年のパンデミック期間を除き，

2023年にかけて車両台数とステーション数が増加傾向にある（図 1-10）。アプリを通じた予約が

可能なこともあり，カーシェアは利便性の高い移動手段として広く普及しつつある[18]。また近

年ではカーシェアに加えて，Uberや Lyftを筆頭に，複数組の乗客でのライドシェアや貨客混載型

のサービスなどが急成長を遂げている。国内では法律に適応したライドシェアとして，Smart 

Access Vehicle Serviceの開発が産学連携で進められており[19]，今後もライドシェアはMaaS市場

で一定のシェアを確立すると予想される[20]。 

こうした背景からMaaS社会では，現在のガソリンを燃料とする自家用車主体から，EVによる

カーシェア，ライドシェアやバスなどのシェアモビリティを主体とする交通形態へのパラダイム

シフトが実現される可能性は高い。 

 

図 1-10 日本国内におけるカーシェア用車両とステーション数の推移[18] 

MaaSを前提とした新しい概念や技術が提案されている。例えば，MaaSの効率的なエネルギー

利用の観点から，MaaS で利用される EV 群の充電量管理には，バッテリ内蔵型の EV 代わりに，

着脱可能なバッテリパック（BP）を自動交換可能なバッテリスワップ（BS）技術を活用すること

が提案されている[21]。また，MaaSを前提としたまちづくりとして，駐車場のない，あるいは駐

車場を極力抑制した新しい住宅開発が進んでいる。集合住宅に付帯する駐車場を削減することで，

不動産会社は住居面積や共有スペースを拡充でき，MaaS 事業者にとってはあらたな需要の開拓

につながる。このような新たな概念は Car‐Free Livingと呼ばれている。Car‐Free Livingの具体

例として，スウェーデンの Brf Viva では，EC2B の MaaS アプリを通じてカーシェアリングを含

む様々なモビリティサービスをパッケージ化し，住民に提供する新たな住宅街が 2019 年に誕生

した[22]。サンフランシスコでも配車サービス付きの賃貸住宅が誕生している[23] 。こうした取

り組みを踏まえると，MGが設置される可能性がある住宅街地域，閑散地域，繁華街地域にはMaaS

の拠点となる駐車場が設置されることが考えられる。MaaS に V2G の概念を適応することで，

MaaSをMGのエネルギー供給の手段として活用し得る可能性が期待される。 
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1.2 電気自動車とエネルギーシステムの統合に関する先行研究 

EVをエネルギー設備として活用する試みが活発化している。Aznaviら[24]は，EVを一般需要

家と事業施設の間を移動する蓄電池と見なし，EV と事業施設間の P2P エネルギー取引に関する

戦略を提案した。この戦略により，住宅地で発電された再生可能エネルギーを地理的に離れた事

業施設に供給できる可能性が示されている。富沢ら[25]は，General Transit Feed Specification[26]を

基に電動バスの運行スケジュールを作成し，走行時間や停車位置に応じた充電管理によって，PV

の逆潮流を抑制できることを示している。太田ら[27]は，家庭用充電器に接続された EVを利用し

た系統周波数安定化のための V2Gを提案し，数値試算により，計画的な充電に影響を与えること

なく，火力発電のガバナーフリー制御よりも速く周波数を安定化できることを報告している。金

井ら[28]は，大規模な EVの集約により，周波数変動とピーク負荷の抑制を多様な走行シナリオの

下で達成できることを示した。Guo ら[29]は，PV を備えた EV の充電ステーションを一つのMG

と見なし，EV を間欠的な定置型蓄電池として活用するリアルタイム制御手法を提案している。

この手法は 2 段階構成で，1 段階目では MG の収益を最大化する前日計画，2 段階目では EV の

不確実性に対応しながら収益最大化を行う。数値試算により，提案手法がMGの収益を改善する

ことが確認されている。Liuら[30]は，EVを単一のMGで活用する経済メリットを評価しており，

分散型電源，風力発電，PV，蓄電池，燃料電池，50台の EVを備えたMGを想定して EVの充放

電や BSを考慮したシミュレーションを行った。結果，EVの運用コストに影響を与えることなく

MGの運用コスト削減に寄与することが示されている。 

このように，間欠的な蓄電池として EV の効果は十分に評価されているものの，既存の研究の

多くは自家用車を対象としており，パラダイムシフト後の MaaS 社会におけるシェアモビリティ

を対象としたものは少ない。シェアモビリティの配車計画を含め，エネルギー運用の視点から計

画することで，MaaS とエネルギー供給のカップリングによる新たな効果に関する議論が可能と

なる。 

なお，ここでは電気自動車とエネルギーシステムの統合に着目した先行研究について述べてい

る。MaaS におけるカーシェアやライドシェアの高度化に着目した先行研究は，後の各章で述べ

る。 

1.3 本論文の目的と構成 

エネルギー効率の改善やレジリエンスの確保を目的とした地産地消型のエネルギーシステムと

して，再生可能エネルギーを主体とするMGへの期待が高まっている。しかし，MGは比較的狭

い地域を対象としていることから再生可能エネルギーの発電出力と電力需要とをバランスさせに

くい。両者のミスマッチを解消するには，蓄電池を活用したエネルギーの時間的シフト，あるい

は上位系統との電力融通などの対策が必要だが，これには経済的負担が伴うことが多い。また，

異なる地点に設置されている複数のMGを連携させることで，エネルギーの空間的シフトにより

需給のバランスを図る検討もあるが，自己託送による送配電線利用が必要であり，経済的・技術

的な課題も存在する。こうした背景から，MG の事業性確立に向け，エネルギーの時間的・空間

的シフトを可能とする新たな対策が求められている。 

同時に，排気ガス削減や交通渋滞の緩和を目指した次世代交通システム，MaaS が実用化段階
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に移行しつつある。MaaSは，カーシェアやライドシェア，バスなどの公共交通機関を ITでシー

ムレスに結びつけ，ガソリン車主体から EV によるシェアモビリティ主体の交通形態へのパラダ

イムシフトをもたらす可能性が高い。 

本論文では，人・物の輸送という MaaS の本来の目的に相乗りする形で，電力系統の制約に縛

られないエネルギーの時間的・空間的シフトを実現できる可能性に着目した。MaaS の配車計画

とMG間のエネルギーの空間的シフトを含めたエネルギーマネジメント（EMS）を協調的に計画・

運用する“EV and Energy”Management System（E2MS）を提案する。さらに，MaaSの移動需要を満

たしつつ，MG 間のエネルギーの時間的・空間的シフトに MaaS を活用し得ることを数値試算を

もとに評価する。具体的な検討方法と内容は次のとおりである。 

第 2章では，カーシェア型MaaSとMGの統合について議論する。現行のカーシェアリングは

貸出・返却が同一ステーションのラウンド型が主流だが，車両偏在問題への対策としてリバラン

ス手法が多く提案されており，加えて自動運転技術の進展により乗り捨て型のワンウェイ型カー

シェアが普及していくと考えられる。本研究では，ラウンド型，ワンウェイ型，自動運転ワンウ

ェイ型のすべてに適用可能な E2MS を提案する。MG の運用コスト最小化を目指し，カーシェア

の移動需要を満たす配車計画と，EV を MG のエネルギー供給に活用する運用計画を同時に決定

する。提案手法を用いて，カーシェア型MaaSとMGの統合による経済効果を評価する。 

第 3章では，BSとMGの統合について議論する。MaaS社会では EV群の充電管理が必要とな

り，バッテリ内蔵型 EV の代わりに着脱式 BP を自動交換する BS 技術の導入が期待されている。

本研究では，MG のエネルギーマネジメントシステムに BS 対応のカーシェア運用を統合した計

画手法を提案し，MGの移動型蓄電池としてBSを活用する経済効果と系統への貢献を評価する。 

第 4章では，カーシェアと統合したMGの実規模計画手法を提案する。大規模な配車計画は NP

困難であり，特に E2MSでは配車計画とMG群へのエネルギー供給計画の組み合わせが複雑な問

題となる。本章では，EV の充放電と配車計画を MG の運用コスト最小化に合わせて修正する繰

り返し計算手法を提案する。この手法は BS にも対応できるよう設計されている。具体的にはタ

ブーサーチを基に配車計画を修正し，MG での EV 充放電は線形計画問題として扱う。まず小規

模の試算モデルで混合整数線形計画法の最適解と比較した後，札幌市のカーシェアステーション

分布を基にした実規模モデルで提案手法の妥当性を検証する。 

第 5章では，ライドシェア型MaaSとMGの統合について議論する。複数の乗客が同乗するラ

イドシェアは急成長しており，本研究ではライドシェアを対象とした E2MS を提案する。乗客の

乗車時間を重視する運用と，MG の運用コストを重視する運用の二通りの計画を作成し，ライド

シェアの走行ルートを考慮した配車計画を行いつつ，EV を MG のエネルギー供給に活用する運

用計画を決定する。提案手法を用いてライドシェア型MaaSとMGの統合の経済効果を評価する。 

第 6章では，全体を通して得られた知見と結論，ならびに今後の展望を述べる。
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第 2 章 カーシェア型MaaSとMGの統合 

2.1 カーシェアに関する先行研究と本研究の目的 

現在のカーシェアリングは車両の利用状況による車両偏在問題[31]があるため貸出・返却が同

一ステーションのラウンド型が主流であるが，MaaS社会では IT技術と自動運転の進展が相まっ

て，乗捨て型が普及していくものと考えられている。車両偏在問題に対する研究として，千住ら

[32]や Angela ら[33]はインセンティブベース，Alvina ら[34]や Diana ら[35]はオペレーターベース

の再配置手法を提案している。また，Florian ら[36]は，将来的に大きな市場を有するとされてい

る自動運転車を活用したカーシェアリング(Autonomous Mobility on Demand)と従来の非自動運転

車を活用したカーシェアリングを比較することで，1台の自動運転車は従来の非自動運転車の 2.8

～3.7 台分の移動需要を受け持つポテンシャルがあると報告している。このようにカーシェアリ

ング形態の高度化に着目した研究から MaaS 社会ではワンウェイ型や自動運転が一般化されるこ

とで，より柔軟な交通サービスが実現されることは明白である。しかし，これらの研究の着目点

は交通面に限定されており，カーシェアリング形態の変化に関連する効果をエネルギー供給の観

点からまとめた検討は知る限りでは見当たらない。そこで，ラウンド型，ワンウェイ型，自動運

転ワンウェイ型のすべてに適用可能な E2MS を提案する。MG の運用コスト最小化を目指し，カ

ーシェアの移動需要を満たす配車計画と，EV を MG のエネルギー供給に活用する運用計画を同

時に決定する。提案手法を用いて，カーシェア型MaaSとMGの統合による経済効果を評価する。 

2.2 MGのエネルギーフロー 

 複数のMG を想定し（図 2-1），各MG内には複数充電器と駐車スペースを有する EV ステー

ション，定置型蓄電池（Bat），PVが設置されている状況を想定する。各MGは配電系統とも接

続されており，PVによる発電が需要や EVへの充電電力よりも小さい場合には買電が，反対に余

剰電力が生じている場合には売電が可能であるとする。EV は MaaS が進展する過程で考えられ

るラウンド型 EV，ワンウェイ型 EV，ワンウェイ型自動運転機能搭載 EV（AEV）の 3 通りにつ

いて考える。EVの予約情報には出発時刻，到着時刻，出発場所，到着場所，走行距離が含まれて

いるものとする。 
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図 2-1 MGのエネルギーフロー 

2.3 カーシェアを想定した E2MSの定式化 

本章で提案するカーシェアを想定した E2MSは， MGのエネルギー供給の管理と，カーシェア

の移動予約情報への EV の割振りや移動の配車計画を一つの最適化問題として統合した協調計画

手法である。電力と交通を同時に考慮することで，各時刻における EV の予約対応，自動運転に

伴う移動、EVおよび定置型蓄電池の充放電，さらにMGの電力取引計画を出力する（図 2-2）。 

 

図 2-2 カーシェアを想定した E2MSのイメージ 
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2.3.1 目的関数 

目的関数は(2.1)式に示す通り，全MGの運用コストを最小化とする。 

ここで𝐹𝐶は全MGの運用コスト[円]，𝑡は時刻，𝑇は最終時刻，∆𝑇は時間幅，𝐶𝑡
𝑏𝑢𝑦
は系統からの

買電電力価格[円/kWh]，𝑚は MG 番号，𝑀は MG の総数，𝑃𝑚,𝑡
𝑏𝑢𝑦
は MG #𝑚の系統からの買電電力

[kW]，𝐶𝑡
𝑐𝑒𝑙𝑙は系統への売電価格[円/kWh]，𝑃𝑚,𝑡

𝑠𝑒𝑙𝑙𝑙はMG#𝑚の系統への売電電力[kW]である。 

2.3.2 基本的な制約 

制約条件に付いて述べる。基本的な制約式として次に示す通り，MGに関する制約，Batに関す

る制約，EVの移動に関する制約，EVの充放電に関する制約を考える。 

【MGに関する制約】 

ここで， 𝑃𝑚,𝑡
𝑑𝑒𝑚はMG#𝑚の電力需要[kW]，𝑃𝑚,𝑡

𝑃𝑉はMG#𝑚の PV出力[kW]，𝑃𝑚,𝑡
B𝑎𝑡𝑑と𝑃𝑚,𝑡

B𝑎𝑡𝑐はそれぞ

れMG#𝑚における Batの放電電力[kW]と充電電力[kW]，𝑣と𝑉はそれぞれ EVの番号と総数，𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑑

と𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑐 はそれぞれ EV#𝑣の MG#𝑚における放電電力[kW]と充電電力[kW]，𝐸m,t

𝐵𝑎𝑡は MG#𝑚の Bat

の充電残量[kWh]，𝐸𝑣,𝑡
𝐸𝑉は EV#𝑣の充電残量[kWh]，𝑈𝑚,𝑣,𝑡

𝑝𝑙𝑢𝑔
は EVの接続場所を表すバイナリ変数（1：

EV#𝑣が時刻𝑡においてMG#𝑚に接続している時，それ以外：0）である。(2.2)式は各MGの需給バ

ランス制約，(2.3)式は計画の初期時刻𝑡 = 0と最終時刻𝑡 = 𝑇において，各MGに駐車している EV

と Batの合計エネルギー量が変わらないようにする制約である。 

【Batに関する制約】 

ここで， 𝜂𝐵𝑎𝑡は Batの充放電効率（片道分），𝐶𝑟𝑎𝑡𝑒𝐵𝑎𝑡は Batの Cレート[kW/kWh]，𝐸𝑚
𝐵𝑎𝑡𝑀𝐴𝑋

はMG#𝑚における Batの容量[kWh]，𝑈𝑚,𝑡
𝐵𝑎𝑡はMG#𝑚における Batの充放電状態(1：放電，0：充電)

を表すバイナリ変数である。(2.4)式は Batの充電残量の推移，(2.5)式と(2.6)式は Batの充放電速度

𝐹𝐶 = ∑ ∑(𝐶𝑡
𝑏𝑢𝑦

∙ 𝑃𝑚,𝑡
𝑏𝑢𝑦

−𝐶𝑡
𝑠𝑒𝑙𝑙 ∙ 𝑃𝑚,𝑡

𝑠𝑒𝑙𝑙) ∙

𝑀

𝑚

𝑇

𝑡

𝛥𝑇 (2.1) 

𝑃𝑚,𝑡
𝑑𝑒𝑚 = 𝑃𝑚,𝑡

𝑏𝑢𝑦
− 𝑃𝑚,𝑡

𝑠𝑒𝑙𝑙  

+𝑃𝑚,𝑡
𝑃𝑉 + 𝑃𝑚,𝑡

𝐵𝑎𝑡𝑑 − 𝑃𝑚,𝑡
𝐵𝑎𝑡𝑐 + ∑(𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝐸𝑉𝑑 − 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑐 )

𝑉

𝑣

  
(2.2) 

𝐸𝑚,𝑡=0
𝐵𝑎𝑡 + ∑ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡=0

𝑝𝑙𝑢𝑔

𝑉

𝑣

∙ 𝐸𝑣,𝑡=0
𝐸𝑉 = 𝐸𝑚,𝑡=𝑇

𝐵𝑎𝑡 + ∑ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡=𝑇
𝑝𝑙𝑢𝑔

𝑉

𝑣

∙ 𝐸𝑣,𝑡=𝑇
𝐸𝑉  (2.3) 

𝐸𝑚,𝑡
𝐵𝑎𝑡 = 𝐸𝑚,𝑡−1

𝐵𝑎𝑡 + (𝜂𝐵𝑎𝑡 ∙ 𝑃𝑚,𝑡
𝐵𝑎𝑡𝑐 −

𝑃𝑚,𝑡
𝐵𝑎𝑡𝑑

𝜂𝐵𝑎𝑡
) ∙ ∆𝑇 (2.4) 

0 ≤ 𝑃𝑚,𝑡
𝐵𝑎𝑡𝑑 ≤ 𝐶𝑟𝑎𝑡𝑒𝐵𝑎𝑡 ∙ 𝐸𝑚

𝐵𝑎𝑡𝑀𝐴𝑋 ∙ 𝑈𝑚,𝑡
𝐵𝑎𝑡  (2.5) 

0 ≤ 𝑃𝑚,𝑡
𝐵𝑎𝑡𝑐 ≤ 𝐶𝑟𝑎𝑡𝑒𝐵𝑎𝑡 ∙ 𝐸𝑚

𝐵𝑎𝑡𝑀𝐴𝑋 ∙ (1 − 𝑈𝑚,𝑡
𝐵𝑎𝑡) (2.6) 

0 ≤ 𝐸𝑚,𝑡
𝐵𝑎𝑡 ≤ 𝐸𝑚

𝐵𝑎𝑡𝑀𝐴𝑋 (2.7) 



 

 

Mobility as a Service とマイクログリッドの運用計画の統合に関する研究 李一達 

20 

の制約，(2.7)式は Batの充電残量の上下限制約である。 

【EVの移動に関する制約】 

 EV の予約情報に含まれる出発時刻を𝑡𝑟
𝑑𝑒，到着時刻を𝑡𝑟

𝑎𝑟，出発場所を𝑚𝑟
𝑑𝑒，到着場所を𝑚𝑟

𝑎𝑟，

走行距離を𝑑𝑟[km]で表現する。𝑟と𝑅はそれぞれ EV の予約情報の番号とその総数を表す。なお，

走行中の状態を表現するためにダミーMGを設定しておりMG#M+1としている。 

 ここで，𝑈𝑟,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

は予約#𝑟へ EV#𝑣を割当る場合に 1となるバイナリ変数，𝑥𝑟,𝑚,𝑡は予約#𝑟の出発

情報を表す外生的な補助変数（1：予約#𝑟が𝑡 = 𝑡𝑡
𝑑𝑒において MG#𝑚𝑟

𝑑𝑒から出発，0：それ以外），

𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑝𝑙𝑢𝑔

は EVの接続場所を表すバイナリ変数（1：EV#𝑣が時刻𝑡においてMG#𝑚に接続している時，

それ以外：0），𝑦𝑟,𝑚,𝑡は予約# 𝑟の出発，走行，到着のトリップ情報を表す外生的な補助変数（1：

予約#𝑟が𝑡 = 𝑡𝑟
𝑑𝑒において MG#𝑚𝑟

𝑑𝑒から出発，予約#𝑟が𝑡において走行状態を示すダミーMG#M+1

で走行，𝑡 = 𝑡𝑟
𝑎𝑟において MG#𝑚𝑟

𝑎𝑟へ到着，0：それ以外）である。(2.8)式は各予約へ必ず 1 台の

EV を割当てるための制約，(2.9)式は EV#𝑣が予約#𝑟に割当てられる場合(左辺)，その EV は出発

直前の時間帯に出発地点にいなければならない制約，(2.10)式は EV#𝑣が予約#𝑟に割当てられる場

合(左辺)，その EV は到着時刻に到着地点にいなければならない制約，(2.11)式は EV に割当てら

れる予約情報数の制約，(2.12)式は予約対応以外の移動を禁止する制約，(2.13)式は EV がダミー

MGを含む一つのMGに常に接続されている状態を保つ制約である。 

【EVの充放電に関する制約】 

∑ 𝑈𝑟,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

= 1

𝑉

𝑣

 (2.8) 

𝑈𝑟,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

≤ ∑(𝑈𝑚,𝑣,𝑡−1
𝑝𝑙𝑢𝑔

∙ 𝑥𝑟,𝑚,𝑡  )

𝑀

𝑚

 (2.9) 

𝑈𝑟,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

∙ 𝑦𝑟,𝑚,𝑡 ≤ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑝𝑙𝑢𝑔

 (2.10) 

∑(𝑈𝑟,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

∙ ∑ 𝑥𝑟,𝑚,𝑡

𝑀

𝑚

)

𝑅

𝑟

 ≤ 1 (2.11) 

𝑈𝑚,𝑣,𝑡−1
𝑝𝑙𝑢𝑔

− 𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑝𝑙𝑢𝑔

≤ ∑ 𝑈𝑟,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

∙ 𝑥𝑟,𝑚,𝑡

𝑅

𝑟

 (2.12) 

∑ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑝𝑙𝑢𝑔

+

𝑀

𝑚

𝑈𝑟,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

∙ 𝑦𝑟,𝑀+1,𝑡  = 1 (2.13) 

𝐸𝑣,𝑡
𝐸𝑉 = 𝐸𝑣,𝑡−1

𝐸𝑉 + ∑(𝜂𝐸𝑉 ∙ 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑐 −

𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑑

𝜂𝐸𝑉
)

𝑀

𝑚

∙ ∆𝑇 − ∑(
𝑑𝑟

𝜂𝑟𝑢𝑛
∙ 𝑈𝑟,𝑣

𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛
∙ ∑ 𝑥𝑟,𝑚,𝑡

𝑀

𝑚

 )

𝑅

𝑟

  (2.14) 

0 ≤ 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑑 ≤ 𝐶𝑎𝑝𝑚

𝐸𝑉 ∙ 𝑈𝑣,𝑡
𝐸𝑉 (2.15) 

0 ≤ 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑐 ≤ 𝐶𝑎𝑝𝑚

𝐸𝑉 ∙ (1 − 𝑈𝑣,𝑡
𝐸𝑉) (2.16) 
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ここで， 𝜂𝐸𝑉は EV の充放電効率（片道分），𝜂𝑟𝑢𝑛は EV の電費[km/kWh]，𝐶𝑎𝑝𝑚
𝐸𝑉は MG#𝑚の

EVの充電器定格[kW]，𝑈𝑣,𝑡
𝐸𝑉は EV#𝑣の充放電状態（1：放電，0：充電）を表すバイナリ変数， 𝑈𝑚,𝑣,𝑡

𝑠𝑝

は EV の充電器の使用状況を表すバイナリ変数, 𝑆𝑃𝑚は MG#𝑚に設置されている充電器の個数，

𝐸𝑣
𝐸𝑉𝑀𝐴𝑋は EV#𝑣の最大容量[kWh]である。(2.14)式は EVの充電残量の推移， (2.15)式と(2.16)式は

EVの充放電速度の制約，(2.17)式と(2.18)式は EVの充放電場所の制約，(2.19)式と(2.20)式と(2.21)

式はMG#𝑚の充電器数の制約，(2.22)式は EVの充電残量の上下限制約である。 

2.3.3 自動運転を考慮する場合の制約式 

 AEV を前提とし，その自動運転計画をも配車計画に含める場合は 2.3.2 項で示した制約条件に

加えて次の制約式を考える。 

【EVの充電残量に関する制約】 

ここで，𝑚′はMGの番号，𝑑𝑚,𝑚′はMG間の距離[km]，𝑇𝑚,𝑚′ 
𝑎𝑢𝑡𝑜は EVの自動運転によるMG間の

移動に必要な時間幅，𝑈𝑚,𝑚′,𝑣,𝑡
𝑎𝑢𝑡𝑜 は時刻tにおいて EV#𝑣がMG#𝑚からMG#𝑚′へ自動運転で移動する

ときに 1 となるバイナリ変数である。(2.23)式は(2.14)式の代わりとなる EV の充電残量の推移で

ある。 

【EVの自動運転による移動に関する制約】 

𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑑 ≤ 𝐶𝑎𝑝𝑚

𝐸𝑉 ∙ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑝𝑙𝑢𝑔

− ∑ 𝑈𝑟,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

∙ 𝑦𝑟,𝑚,𝑡

𝑅

𝑟

 (2.17) 

𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑐 ≤ 𝐶𝑎𝑝𝑚

𝐸𝑉 ∙ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑝𝑙𝑢𝑔

− ∑ 𝑈𝑟,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

∙ 𝑦𝑟,𝑚,𝑡

𝑅

𝑟

 (2.18) 

𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑑 ≤ 𝐶𝑎𝑝𝑚

𝐸𝑉 ∙ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑠𝑝

 (2.19) 

𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑑 ≤ 𝐶𝑎𝑝𝑚

𝐸𝑉 ∙ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑠𝑝

 (2.20) 

∑ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑠𝑝

≤ 𝑆𝑃𝑚

𝑉

𝑣

 (2.21) 

0 ≤ 𝐸𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉 ≤ 𝐸𝑣

𝐸𝑉𝑀𝐴𝑋  (2.22) 

𝐸𝑣,𝑡
𝐸𝑉 = 𝐸𝑣,𝑡−1

𝐸𝑉 + ∑ (𝜂𝐸𝑉 ∙ 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑐 −

𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑉𝑑

𝜂𝐸𝑉
)

𝑀

𝑚

∙ ∆𝑇 

− ∑(
𝑑𝑟

𝜂𝑟𝑢𝑛
∙ 𝑈𝑟,𝑣

𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑖𝑛
∙ ∑ 𝑥𝑟,𝑚,𝑡

𝑀

𝑚

 )

𝑅

𝑟

− ∑ ∑ [
𝑑𝑚,𝑚′ ∙ 𝑈𝑚,𝑚′,𝑣,𝑡

𝑎𝑢𝑡𝑜

𝑇𝑚,𝑚′ 
𝑎𝑢𝑡𝑜 ∙ 𝜂𝑟𝑢𝑛

]

𝑀

𝑚′

𝑀

𝑚

 

(2.23) 

𝑈𝑚,𝑚′,𝑣,𝑡
𝑎𝑢𝑡𝑜 − 𝑈𝑚,𝑚′ ,𝑣,𝑡−1

𝑎𝑢𝑡𝑜 ≤ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡−1
𝑝𝑙𝑢𝑔

 (2.24) 
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(2.24)式は EV# 𝑣が時刻𝑡において MG#𝑚から自動運転を開始する場合（左辺），その EV は出

発直前の時間帯には出発地点であるMG#𝑚にいなければならない（右辺）制約，(2.25)式は EV#𝑣

が時刻𝑡において MG#𝑚′へ自動運転で到着する場合（左辺），その EV は到着時刻の時間帯には

到着地点であるMG#𝑚′にいる（右辺第一項）もしくは到着地点MG#𝑚′を出発場所とする予約#𝑟

に割当てなければならない制約，(2.26)式は EV#𝑣が MG#𝑚から MG#𝑚′へ自動運転を開始する場

合，その EV は𝑇𝑚,𝑚′ 
𝑎𝑢𝑡𝑜で定められた期間は自動運転で移動している状態でなければならない制約，

(2.27)式は𝑇𝑚,𝑚′ 
𝑎𝑢𝑡𝑜で定められた期間内に自動運転を終えなければならない制約，(2.28)式は(2.12)式

の代わりとなる予約対応と自動運転以外の EV の移動を禁止する制約，(2.29)式は(2.13)式の代わ

りとなる EVの状態に関する制約である。 

2.4 EV運用形態とMG経済性の関係 

代表日試算を通じて，ラウンド型 EV，ワンウェイ型 EV，およびワンウェイ型 AEV の運用の

違いを比較し，それぞれのシェアリング形態がMG群にもたらす経済効果を評価する。 

2.4.1 試算条件 

ここでは図 2-3のように，合計 4台の EVを有する 3つのMG（MG1～MG3）を想定して一日

分の試算を行った。PV 発電量，需要家の電力需要，EV の予約情報は既知としている。PV 発電

量と需要家の電力需要は，群馬県太田市で実測された NEDO 実証データ[37]を使用している。バ

ランス型の MG1 には 12 軒分の PV 発電量と電力需要を割当てることで電力需要と同程度の PV

発電量となるような住宅街をモデルした。PV 余剰型の MG2 には 24 軒分の PV 発電量と 4 軒分

の電力需要を割当てることで，人口が少なく電力需要よりも PV 発電量のほうが多い閑散地域を

モデルした。電力需要型のMG3には 4軒分の電力需要と 24軒分の PV発電量を割当てることで，

𝑈𝑚,𝑚′,𝑣,𝑡−1
𝑎𝑢𝑡𝑜 − 𝑈𝑚,𝑚′,𝑣,𝑡

𝑎𝑢𝑡𝑜 ≤ 𝑈
𝑚′,𝑣,𝑡

𝑝𝑙𝑢𝑔
+ ∑ 𝑈𝑟,𝑣

𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛
∙ 𝑥𝑟,𝑚,𝑡

𝑅

𝑟

 (2.25) 

(𝑈𝑚,𝑚′,𝑣,𝑡−1
𝑎𝑢𝑡𝑜 − 𝑈

𝑚,𝑚′,𝑣,𝑡−𝑇
𝑚,𝑚′
𝑎𝑢𝑡𝑜

𝑎𝑢𝑡𝑜 ) ≤ 𝑈𝑚,𝑚′ ,𝑣,𝑡
𝑎𝑢𝑡𝑜  (2.26) 

∑ (𝑈𝑚,𝑚′,𝑣,𝑡−𝜏
𝑎𝑢𝑡𝑜 )

𝑇
𝑚,𝑚′ 
𝑎𝑢𝑡𝑜

𝜏=0

≤ 𝑇𝑚,𝑚′
𝑎𝑢𝑡𝑜 (2.27) 

𝑈𝑚,𝑣,𝑡−1
𝑝𝑙𝑢𝑔

− 𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑝𝑙𝑢𝑔

≤ ∑ 𝑈𝑟,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

∙ 𝑥𝑟,𝑚,𝑡

𝑅

𝑟

+ ∑(𝑈𝑚,𝑚′,𝑣,𝑡
𝑎𝑢𝑡𝑜 )

𝑀

𝑚′

 (2.28) 

∑ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑝𝑙𝑢𝑔

𝑀

𝑚

+ ∑ ∑ 𝑈𝑚,𝑚′,𝑣,𝑡
𝑎𝑢𝑡𝑜

𝑀

𝑚′

+ 𝑈𝑟,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

∙ 𝑦𝑟,𝑚+1,𝑡

𝑀

𝑚

= 1 (2.29) 
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PV 発電量が少ない繁華街をモデルした。これまで述べた 3 つの MG における PV 導入量と電力

需要量を表 2-1 にまとめる。また，各 MG の各時間帯の PV 出力と電力需要を図 2-4 に示す。3

つのMGの地理的条件は，住宅街から繁華街の間を移動するには，最低でも 20kmを 0.5hで走行

する必要があり，住宅街から簡素地域の間と繁華街から過疎地域の間を移動するには，最低でも

40km を 1h で走行する必要があるとした。EV は日産リーフ[38]，EV の充電器は Chademo 

Association[39]，Batは CONNEXX SYSTEMS の産業用蓄電システム[40]を参考にして仕様を想定

した。また，前述のように本研究においては各MG の PV 導入量と電力需要量にミスマッチが生

じていることから，MG ごとに運用コストを最小化するために必要な Bat 容量が異なる。このこ

とから Batのみを EMSとして活用することを条件としたうえで，Bat分配のための予備シミュレ

ーションを行い，求めた最適な Bat容量の比率をもとに，Batを配置する。この 2.4節では約 EV4

台分に相当する合計 250kWh の定置型蓄電池を，Bat 分配のための予備シミュレーションで求め

た最適な Bat容量の比率から，MG1には 59kWh，MG2には 145kWh，MG3には 46kWhの容量で

分配した。各機器とMGに関するパラメータを表 2-2にまとめる。 

また，MaaS が本格的に社会に導入されている将来においては再生可能エネルギーが多く導入

されていることが考えられるため，MG の売買電価格は夜間よりも太陽光発電出力が旺盛な昼間

（8:30~18:30）の方を安価に設定した（図 2-4）。 

以上の条件下で 4つのケースについて試算し，その結果を比較する。 

Case1：従来MG，すなわち EVは走行に必要なエネルギーを最小コストで充電するものとし，MG

のエネルギー供給のために充放電を調整したりはしないケース。 

Case2：ラウンド型 EVに対して E2MSを導入したケース。 

Case3：ワンウェイ型 EVに対して E2MSを導入したケース。 

Case4：ワンウェイ型 AEVに対して E2MSを導入したケース。 

各ケースを同一条件下で比較するため，ラウンド型とワンウェイ型は等価な利用者の移動とな

るように，ラウンド型の予約情報を分解する形でワンウェイ型の予約情報を設定した。実際に使

用した予約情報を表に示す。なお，予約情報はカナダのトロントで展開されている Auto Shareを

調査した文献[41]を参考に，午前に利用量のピークがあるような状況を想定した。 
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図 2-3 試算対象のイメージ 

 

 

 

 

 

表 2-1 3つのMGにおける PV導入量と電力需要量 

 PV導入量[軒] 電力需要量[軒] 

MG1 12 12 

MG2 24 4 

MG3 4 24 
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図 2-4 各MGの PV出力と電力需要 

 

図 2-5 MGの買電価格と売電価格 
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表 2-2 各機器とMGに関するパラメータ 

 変数名 値 

時間幅 ∆𝑇 0.5 

定置型蓄電池の充放電効率

（片道分） 
𝜂𝐵𝑎𝑡 0.94 

定置型蓄電池の Cレート

[kW/kWh] 
𝐶𝑟𝑎𝑡𝑒𝐵𝑎𝑡 0.4 

EVの充放電効率（片道分） 𝜂𝐸𝑉 0.94 

EVの走行効率[km/kWh] 𝜂𝑟𝑢𝑛 6 

EVの最大容量[kWh] 𝐸𝑣
𝐸𝑉𝑀𝐴𝑋 62 

EV充電器の定格[kW] 𝐶𝑎𝑝𝑚
𝐸𝑉 50 

MG1とMG2の距離[km] 𝑑1,2,𝑑2,1 40 

MG1とMG3の距離[km] 𝑑1,3,𝑑3,1 20 

MG2とMG3の距離[km] 𝑑2,3,𝑑3,2 40 

MG1とMG2を移動するのに

必要な時間幅 
𝑇1,2 

𝑎𝑢𝑡𝑜,𝑇2,1 
𝑎𝑢𝑡𝑜 2（1h） 

MG1とMG3を移動するのに

必要な時間幅 
𝑇1,3 

𝑎𝑢𝑡𝑜,𝑇3,1 
𝑎𝑢𝑡𝑜 1（0.5h） 

MG2とMG3を移動するのに

必要な時間幅 
𝑇2,3 

𝑎𝑢𝑡𝑜, 𝑇3,2 
𝑎𝑢𝑡𝑜 2（1h） 

各MGに設置されている充電

器数 
𝑆𝑃 4 

MG1における EVの初期台数  2 

MG2における EVの初期台数  1 

MG3における EVの初期台数  1 

MG1の適切な Bat容量比率  0.24 

MG2の適切な Bat容量比率  0.58 

MG3の適切な Bat容量比率  0.18 

 

表 2-3 ラウンド型 EVの利用者の予約情報 

予約番号 出発時刻 到着時刻 出発場所 到着場所 走行距離 

[km] 

r1 9:00 16:00 MG1 MG1 80 

r2 10:00 15:30 MG1 MG1 40 

r3 9:30 12:00 MG3 MG3 40 
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表 2-4 ワンウェイ型 EV/ワンウェ型 AEVの利用者の予約情報 

予約情報 出発時間 到着時間 到着場所 出発場所 走行距離 

[km] 

r4 9:00 11:00 MG1 MG2 40 

r5 15:00 16:00 MG2 MG1 40 

r6 10:00 11:00 MG1 MG3 20 

r7 15:00 15:30 MG3 MG1 20 

r8 9:30 12:30 MG3 MG3 40 

2.4.2 試算結果―ラウンド型 EVによるエネルギーの時間的シフト― 

以下の結果のグラフに共通することを先に述べる。本研究ではMG単位で「色」を割当ててい

る。MG1は「黄色」，MG2は「緑」，MG3は「青」としている。以降のスケジューリング結果

において，電力量や移動はすべてこのルールに基づいてグラフに表記される。EV の移動に関す

るタイムテーブルでは，EVが停車している期間をMGごとに色付けした上でMG#𝑚の番号を表

記，予約対応で移動している期間を灰色で色付けした上で予約#𝑟の番号を表記，自動運転で移動

している期間は赤で色付けした上で A（Auto の略）と表記している。このタイムチャートから，

E2MSによるカーシェアリングの運用を EVの移動の観点から捉えることができる。また，EVの

移動にリンクした EV の充放電を各 EV のスケジューリング結果としている。この図中の棒グラ

フは各MGにおける充放電電力，黒の折れ線グラフは充電残量，灰色の折れ線グラフは走行消費

を表している。グラフに重ねる形で，両矢印で EVが滞在しているMG（両矢印の上にMG#𝑚の

番号）を，片矢印で予約対応のための移動（灰色片矢印の上に予約#𝑟の番号）と自動運転を用い

た移動（赤片矢印の上に A）を示している。Batも同様にこのルールに従うが，移動はできないの

で，移動に関する情報の記載はない。 

EVに関しては，便宜上のため初期位置がMG1である EVを EV-aと EV-b，初期位置がMG2で

ある EVを EV-c，初期位置がMG3である EVを EV-dと定義する 

・Case1 従来のMG 

 MG1 に設置されている Bat と EV-a をピックアップしてそれぞれ図 2-6 と図 2-7 に示す。図 

2-6からMG1おいて PVの出力が豊富な昼間に Batは最大の 59kWhまで充電され，電気料金が高

い時間帯に放電していることから，MG1のエネルギーの時間的シフトに活用されていることがわ

かる。一方で図 2-7 から EV への充電は，予約への対応に必要な分のみを，昼間に最小コストで

充電していることから，EV は MaaS としての役割のみを果たしており，MG1 のエネルギー供給

のために積極的に活用されていないことがわかる。MG 構成機器として EV を積極的に活用して

いくべきである。 
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図 2-6 Case1におけるMG1に設置された Batのスケジューリング結果 

 

図 2-7 Case1における EV-aのスケジューリング結果 

・Case2 

 ラウンド型 EV の移動に関するスケジューリング結果をタイムチャートとして図 2-8 に示す。

Case1と Case2の違いが分かりやすい，EV-dのスケジューリング結果をピックアップしてそれぞ

れ図 2-9と図 2-10に，MG3に設置されている Batのスケジューリング結果を図 2-11に示す。図 

2-8より，ラウンド型 EVの予約情報はすべて EVに割り振られていることから，本来求められて



 

第 2 章 カーシェア型 MaaS と MG の統合 

 2.4 EV 運用形態と MG 経済性の関係 

29 

いるMaaSとしてのラウンド型 EVの役割を果たしていることがわかる。次に EV-dのスケジュー

リング結果に着目すると，Case1 での充電量は予約対応に必要な最低限の量に留まっている（図 

2-9）。これに対して，Case2 では予約対応後の電力価格が安い時間帯に，MG3 において最大の

62kWhまで充電されたのち，電力価格が高い夜間に放電している（図 2-10）ことがわかる。これ

は，MG3に設置された Bat（図 2-11）と同じ役割を果たしており，ラウンド型 EVは間欠的な定

置蓄電池として活用されていることになる。 

 以上のことから，E2MS によって，ラウンド型 EV は，MaaS としての役割を果たしたうえで，

間欠的な定置型蓄電池として，単一MGのエネルギーの時間的シフトに活用されることが示され

た。 

 

図 2-8 Case2におけるラウンド型 EVの移動に関するスケジューリング結果 
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図 2-9 Case1における EV-dのスケジューリング結果 

 

 

図 2-10 Case2における EV-dのスケジューリング結果 
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図 2-11 Case2におけるMG3に設置された Batのスケジューリング結果 

2.4.3 試算結果―ワンウェイ型 EVによるエネルギーの空間的シフト― 

 ワンウェイ型 EV の移動に関するスケジューリング結果をタイムテーブルとして図 2-12 に示

す。Case2と Case3の違いが分かりやすい EV-cのスケジューリング結果をピックアップして，そ

れぞれ図 2-13と図 2-14に示す。図 2-12より，ワンウェイ型 EVの予約情報はすべて EVに割り

振られていることから，本来求められている MaaS としてのワンウェイ型 EV の役割を果たして

いることがわかる。次に EV-c のスケジューリング結果に着目すると，Case2 では MG2 内のエネ

ルギーの時間的シフトを実施している（図 2-13）。これに対して，Case3 では PV 余剰電力が利

用できるMG2 で EV-c を最大の 62kWh まで充電し，その後，ワンウェイ型 EV の予約情報 r5 を

対応した後に，その移動先であるMG1で電気料金の高い夜間に放電を行っている。 

 また，ワンウェイ型 EV の予約情報の r4 と r5 は，ラウンド型 EV の予約情報の r1 を分解した

ものを想定している。ワンウェイ型 EV の利用者の目線から考えると，EV-a を用いて MG1 から

MG2 へ予約 r4 で移動したのち，MG1 から MG2 へ戻る予約 r5 では EV-c への乗換えが E2MS に

よって提案されることになる。そうすることで，E2MS はあらかじめ PV 余剰で充電しておいた

EV-c を MG1 へ移動することができ，MG2 の PV 余剰を MG1 へ空間的シフトしている。これは

E2MS がエネルギーと交通の制約を協調的に計画するシステムであるため，エネルギーの観点か

ら予約対応を調整した事例である。 

 以上のことから，E2MSによって，ワンウェイ型 EVは，MaaSとしての役割を果たしたうえで，

移動型蓄電池としてMG群全体のエネルギーの時間的シフトを行うと同時に，地点間のエネルギ

ーの空間的シフトにも活用されている。すなわち，Case3 では予約情報を活用した MG 間の広域

連携が実現されていることが示された。 
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図 2-12 Case3におけるワンウェイ型 EVの移動に関するスケジューリング結果 

 

 

図 2-13 Case2における EV-cのスケジューリング結果 
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図 2-14 Case3における EV-cのスケジューリング結果 

2.4.4 試算結果―自動運転の活用― 

 ワンウェイ型AEVの移動に関するスケジューリング結果をタイムテーブルとして図 2-15に示

す。Case4 において，Case3 との違いが分かりやすい EV-c のスケジューリング結果をピックアッ

プして図 2-16に示す。また，Case3と比較しながら，E2MSによるワンウェイ型 AEVの運用を確

認するために，Case3 から EV-d をピックアップして図 2-17 に，Case4 から EV-d と EV-b をピッ

クアップしてそれぞれ図 2-18と図 2-19に示す。図 2-15からワンウェイ型 AEVの予約情報はす

べて EVへ割り振られていることから，本来求められているMaaSとしてのワンウェイ型 AEVの

役割を果たしていることがわかる。そのうえで，4 台の EV に対して合計 8 回の自動運転による

移動がスケジューリングされていることがわかる。これは予約対応外の空き時間や予約対応の調

整を行うことで，エネルギーの時間的シフトと空間的シフトを上手く行おうとする試みであり，

各 EVのスケジューリング結果をもとに確認する。Case3における EV-c（図 2-14）と Case4にお

ける EV-cを比較（図 2-16）する。Case4ではワンウェイ型 AEVの自動運転を活用して，予約対

応時だけでなく，その合間も活用して，MG2の潤沢な PV余剰電力を電力需要の割合が多いMG3

に空間的シフトしている。すなわち予約対応外の空き時間を活用することで，Case3 よりも積極

的にエネルギーの空間的シフトを実施しているといえる。 

 また，図 2-17から Case3における EV-dは車載蓄電池の kWh容量（62kWh）を活用しきれてい

ないことが確認できる。これは，EV-d は予約情報の r8 を対応したのち，予約情報の r7 で MG3

（PV余剰なし）からMG1へ移動するため，エネルギーの空間的シフトを実施できていない。こ

れに対して，Case4における EV-dは，予約情報の r8を対応したのち，自動運転によりMG2へ移

動することで PV余剰をMG3へ空間的シフトしている（図 2-18）。後にMG3を出発地点として
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いる予約情報の r7 はあらかじめ MG2 において充電しておいた EV-b が自動運転を活用して対応

している（図 2-19）。すなわち，自動運転を用いた予約対応の調整を行うことで，Case3よりも

EV の車載蓄電池の容量を効率よく活用したエネルギーの時間的シフトと空間的シフトを実現し

ているといえる。 

 なお，MG 単位の EV 台数が時刻 t=0 と時刻 t=T において一致していないが，本研究では MG

単位のエネルギー量にたいして時刻 t=0 と時刻 t=T において一致する制約（(2.3)式）を設定して

いるため，エネルギー量の不一致は起きていない。これは電力需要を多く有する MG3 の夜間の

電力需要に EVを用いて対応しようとしている事例である。 

 以上のことから，ワンウェイ型 AEV は予約対応とエネルギーの空間的シフトに柔軟に活用で

きることから，MG間のより効率的な広域連携を実現するポテンシャルを有しているといえる。 

 

図 2-15 Case4におけるワンウェイ型 AEVの移動に関するスケジューリング結果 
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図 2-16 Case4における EV-cのスケジューリング結果 

 

 

図 2-17 Case3における EV-dのスケジューリング結果 
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図 2-18 Case4における EV-dのスケジューリング結果 

 

 

図 2-19 Case4における EV-bのスケジューリング結果 

2.4.5 MGの運用コスト 

MG 群の運用コストを図 2-20 に示す。各 Case の横に EMS に関与する機器を示しており，Bat

は定置型蓄電池，REVはラウンド型 EV，OEVはワンウェイ型 EV，OAEVはワンウェイ型 AEV
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を表している。Case2 のラウンド型，Case3 のワンウェイ型 EV，Case4 のワンウェイ型 AEV が

MG 群にもたらす経済メリットについて，代表日の MG 群の運用コストに着目して考察する。

Case2では Case1に対して約 13.6%のコスト改善が現れている。これは 2.4.2項で示したように，

ラウンド型 EVが間欠的な定置型蓄電池として活用されることで，単一MG内においてエネルギ

ーの時間的シフトが実現された結果である。Case3では Case2に対して約 7.9%のコスト改善が現

れている。これは 2.4.3項で示したように，ワンウェイ型 EVを予約情報の移動に合わせて移動型

蓄電池として活用することで，エネルギーの時間的シフトだけでなく，空間的なシフトでMG間

の広域連携を実現した結果である。Case4では Case3 に対して 19.9%のコスト改善が現れている。

Case4では 2.4.4項で示したように，自動運転により EVの移動型蓄電池としての有用性が増した

結果である。 

以上のことから MaaS と自動運転の発展に伴う段階的な経済メリットが現れていることが言え

る。 

 

図 2-20 各 CaseにおけるMG群の運用コスト 

2.5 年間試算および EVの等価蓄電池比に関する評価 

 年間試算をもとに，PV出力，電力需要，EVの予約情報の変動を考慮した経済メリットの評価

行う。また，EVが E2MSによってどの程度の蓄電容量に相当する蓄電装置として活用されている

かを，EVの等価蓄電池比として評価する。具体的には，年間試算ではさまざまな条件を想定した

組み合わせ年間試算であり，EV の等価蓄電池比の評価は MG 群に設置される Bat の総容量を

50kWhから 700kWhまで 50kWh刻みで変化させることで評価する。 

2.5.1 試算条件 

 ここでは，MG群に設置される Batの総容量を 50kWhから 700kWhまで，50kWh刻みで変化さ
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せて，MGの年間の運用コスト（Annual Operating Cost：以下，AOC）を評価する。AOCの評価は

本来であれば 365日分のデータに基づいて試算すべきであるが，計算時間の都合上，今回は夏期

（6~8 月）・冬期（12～2 月）・中間期（3~5・9~11 月）の 3 季節，平日・休日の 2 種類の曜日，

晴・曇り・雨の 3 パターンの天候の組み合わせで，合計 18 通りの代表日を想定し，(2.30)式に示

す通り，代表日の運用コストに対して，該当日数での重み付け和をとることで AOCを求めた。 

 ここで，𝛼𝑑は代表日𝑑の該当日の重み付け係数，𝐹𝑑
𝐶は(2.1)式から算出された代表日𝑑の運用コス

ト，𝐷は代表日の総数（＝18）である。なお，𝛼𝑑は気象庁が公開している群馬県の実測データ[42]

に基づいて設定した。同様にして，条件に対応する電力需要と PV出力を NEDO実証データ（太

田データ）から選出した。𝛼𝑑の値を表 2-5に，実際に選出した PV発電量と電力需要の日付をそ

れぞれ表 2-6 と表 2-7 に示す。平日のラウンド型 EV とワンウェイ型 EV の予約情報はそれぞれ

表 2-3 と表 2-4 のものを使用し，休日のラウンド型 EV とワンウェイ型 EV の予約情報をそれぞ

れ表 2-8と表 2-9に示す。MGの各機器とMGに関するパラメータは表 2-2と同様である。 

 

 

表 2-5 代表日𝑑の該当日の重み付け係数（𝛼𝑑） 

 夏季（6~8月） 冬季（12～2月） 中間期（3~5・9~11月） 

 晴 曇 雨・雪 晴 曇 雨・雪 晴 曇 雨・雪 

平

日 
22 16 28 45 2 13 69 19 35 

休

日 
9 6 11 22 1 7 34 9 17 

 

 

表 2-6 PV発電量 

晴 5月 8日 

雨 5月 25日 

曇り 7月 7日 

 

 

表 2-7 電力需要 

 夏季 冬季 中間期 

平日 7月 6日 1月 5日 4月 6日 

休日 7月 7日 1月 6日 4月 7日 

 

 

 

𝐴𝑂𝐶 = ∑ 𝛼𝑑 ∙ 𝐹𝑑
𝐶

𝐷

𝑑

 (2.30) 
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表 2-8 休日のラウンド型 EVの利用者の予約情報 

予約番号 出発時刻 到着時刻 出発場所 到着場所 走行距離 

[km] 

r9 8:30 16:00 MG1 MG1 80 

r10 9:30 16:30 MG1 MG1 45  

r11 9:00 15:30 MG3 MG3 50  

 

 

 

 

 

 

表 2-9 休日のワンウェイ型 EV/ワンウェイ型 AEVの利用者の予約情報 

予約情報 出発時間 到着時間 到着場所 出発場所 走行距離 

[km] 

r12 8:30 12:00 MG1 MG2 40  

r13 15:00 16:00 MG2 MG1 40  

r14 9:30 11:00 MG1 MG3 22  

r15 15:00 16:30 MG3 MG1 23  

r16 9:00 15:30 MG3 MG3 50  

 

2.5.2 年間運用コスト 

Bat 容量と AOC の関係を，Case1〜4 についてそれぞれ図 2-21 に示す。図 2-21 の各線・プロ

ットを縦方向に比較すると，Bat 容量によらず，Case1 から Case4 にかけて AOC が減少している

ことがわかる。PV出力が低下する冬期や雨天では余剰電力が生じにくく，MaaSの高度化による

エネルギーの時間的・空間的シフトのメリットは夏期や晴天時と比較して相対的には薄くなるも

のの，年平均的には，経済メリットが生じることがわかる。 
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図 2-21 Bat容量と AOCの関係 

 

 

2.5.3 EVの等価蓄電池比に関する評価 

図 2-21の各線・プロットを横方向に比較すると，同じ AOCを達成するために必要な Bat容量

は，Case1が一番大きく，Case2，3，4と進むにつれて少なくなっているとも解釈することができ

る。Case2〜4 において，Case1 と同じ AOC となる Bat 容量の削減分をΔ𝐸[kWh]とすると，Case2

〜3 においてエネルギーシフト等に利用した EV は，まさにΔ𝐸 [kWh]の Bat とコスト的には等価

の価値を持っていると考えることができる。そこで本論文では，試算で想定した EV の車載蓄電

池の kWh 容量を𝐸𝐸𝑉𝑇  [kWh]とするときの，𝐸𝐸𝑉𝑇に対する比を，EV の等価蓄電池比(Equivalent 

Storages Ratio：以下 ESR)として定義する（(2.31)式）。例えば図 2-22 に示すように 1.1 百万円の

Case2場合は𝛥𝐸 = 450 − 300，𝐸𝐸𝑉𝑇 = 248であるため，ESRが 0.6となる。 

𝐸𝑆𝑅 =
𝛥𝐸

𝐸𝐸𝑉𝑇
 (2.31) 
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図 2-22 ESRの計算方法 

図 2-23は図 2-21に基づいて ESRを評価した結果である。Case2の ESRは 0.6と 1を下回って

おり，𝐸𝐸𝑉𝑇を充分にエネルギー効率改善に利用しきれていないことがわかる。これは，EV は予

約対応の移動のためにエネルギーを一定量確保する必要があり，さらに移動中はエネルギー効率

改善に貢献できないためである。一方，Case3では ESRが 0.9に改善しており，ワンウェイ型 EV

の予約移動に付随したエネルギー空間的シフトの能力は ESRに大きく影響することがわかる。最

も顕著な結果は Case4であり，ESRは約 1.5と，本来の kWh容量以上の働きをしていることがわ

かる。EVのもつ移動型蓄電池としての機能が十分に発揮され，定置型の Batよりも有用性が高ま

っていることの証左といえる。このように，EVを定置型蓄電池として利用するだけでなく，移動

型蓄電池として活用することはエネルギー効率・経済性の改善に大きく寄与できる可能性が示さ

れたといえよう。 
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図 2-23 ESR 
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第 3 章 BSとMGの統合 

3.1 BSに関する先行研究と本研究の目的 

 MaaS社会におけるライドシェア，カーシェア，自動運転車といった EV群の充電残量を効率的

に管理する手段として，バッテリ内蔵型の EVではなく，着脱可能な BPを自動交換可能な BS技

術が開発されている（図 3-1）。日本では ENEOSと Ample[21]が京都市南区において国内初とな

る EV 向け全自動バッテリ交換ステーションの実証実験を開始している。以下に BS を推進して

いる Ample社の技術について簡単に紹介する。 

⚫ 数分で BPを交換可能であり，特に駐車スペースが不足しやすい人口密集地域における充電

の混雑緩和が期待される。 

⚫ 使用するバッテリサイズ（kWh容量）を自由に選択できる。 

⚫ EVのバッテリを BPとして統一することで，二次利用が容易になる。 

⚫ 自動車メーカーとの連携により，多くの車両との互換性を確保している。 

 近年では BSに着目した検討が活発化している。Ban ら[43]はウィンドファームと BSを統合し

た集中充電ステーションの運用計画手法を提案し，BP を活用することで風力発電抑制を 12%削

減できる可能性を示している。Ma ら[44]は BS を含む EV の充電計画を短時間で立案可能な計画

手法を提案している。しかし，シェアモビリティの BS運用を EMSと統合した場合のエネルギー

供給面への影響を議論した研究は少ない。そこで，本研究では BS を導入したカーシェアに適用

可能な E2MSを提案する。提案手法はMGの経済性と系統貢献の観点から，カーシェアの移動需

要を満たす BSを含む配車計画と，BPをMGのエネルギー供給に活用する運用計画を同時に決定

する。この手法を用いて，BSとMGの統合による経済効果と系統貢献効果を評価する。 
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図 3-1 バッテリスワップ（BS）のイメージ 

3.2 MGのエネルギーフロー 

 本研究では，複数のMGが近隣エリアに分散して導入されている状況を想定している。各MG

には PVが設置されており，系統からの購入電力と合わせてMG内の電力需要へ供給する。各MG

で余剰電力が発生した場合は系統への売電も可能である。また，各 MG には EV への BS の装填

を自動で行う BS ステーションが併設されており，BP を移動型蓄電池としても利用することで

MGへのエネルギー供給の効率化をはかる状況を想定している。 
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図 3-2 MGのエネルギーフロー 

3.3 BSが導入されたカーシェアを想定した E2MSの定式化 

本研究で提案する BSが導入されたカーシェアを想定した E2MSは，2.3節で提案した E2MSに

カーシェアの EV の貸出対応・各 EV に搭載する BP の割当てと充電計画を加えた最適化問題で

ある。 

3.3.1 目的関数 

 本研究では BS と MG の統合による経済効果および系統貢献効果を評価するため，多段階最適

化を実施する。目的関数として，次の 3つを使用する。多段階最適化の詳細と段階的な制約条件

の追加については試算条件で述べる。 

1. 全MGの運用コストを最小化する(2.1)式。 

2. 上位系統との連係線容量を削減するための最大潮流の総和を最小化する(3.1)式。 

3. 上位系統との連係点潮流を安定化するための潮流の平均変動を最小化する(3.2)式である。 

 ここで，𝐹𝑀は全MGの最大潮流の総和，𝑃𝑚
𝑀𝑎𝑥はMG#𝑚と上位系統の連係点最大潮流[kW]，𝐹𝐴

は全MG の潮流の平均変動，𝑡は時刻，𝑇は最終時刻，𝑀は MG の総数，𝑃𝑚,𝑡
𝑏𝑢𝑦
はMG #𝑚の系統か

らの買電電力[kW]，𝑃𝑚,𝑡
𝑠𝑒𝑙𝑙𝑙はMG#𝑚の系統への売電電力[kW]である。 

𝐹𝑀 = ∑(𝑃𝑚
𝑀𝑎𝑥)

𝑀

𝑚

 (3.1) 

𝐹𝐴 =
∑ |[𝑃𝑚,𝑡+1

𝑏𝑢𝑦
− 𝑃𝑚,𝑡+1

𝑠𝑒𝑙𝑙 − (𝑃𝑚,𝑡
𝑏𝑢𝑦

− 𝑃𝑚,𝑡
𝑠𝑒𝑙𝑙)]|𝑀

𝑚

𝑀 ∙ (𝑇 − 1)
 (3.2) 
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3.3.2 制約式 

2.3.2項で示した制約式において，EVに関連する変数を全て BPに変更した制約条を設定する。

ただし，EV の移動と BP の移動の整合性を確保するため，EV に関する次の制約条件が必要であ

る。予約対応の出発地点に関する(2.9)式，予約対応の到着地点に関する(2.10)式，EV に割当て可

能な予約数に関する(2.11)式，予約対応以外の移動を禁止する(2.12)式，EVの接続状態と走行の状

態に関する(2.13)式と同等の制約条件を EV の移動を考慮するために追加で設定している。また，

BSを考慮した予約対応を実施するため(2.8)式を(3.3)式へ変更している。 

 ここで，𝑣と𝑉は EVの番号と総数，𝑏と𝐵は BPの番号と総数，𝑟と𝑅は EVの予約情報の識別番

号と総数，𝑈𝑟,𝑣,𝑏
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

は EV#𝑣に予約#𝑟と使用する BP#𝑏を割当てる場合に 1 となるバイナリ変数，

𝐸𝑣,𝑡
𝐸𝑉は EV#𝑣の充電残量[kWh]である。(3.3)式は各予約について，予約の出発地点に配置されてい

るいずれかの EVと BPで対応することを保証する制約である。 

3.4 BSによる経済効果および系統貢献効果 

3.4.1 試算条件 

図 3-3 のように，各 MG に EV が 1 台，BP が二つ配置されている 3 つの MG（MG1～MG3）

を想定する。また，各MG には 10kWh,Cレート 1の Batを EMSで使用する機器として設置して

いる。PV発電量と需要家の電力需要には，群馬県太田市で実測された NEDO実証データ[37]を使

用した。日立北大ラボが北海道岩見沢市で実施した自立型ナノグリッド[45]の需要規模を参考に，

バランス型のMG1，電力需要型のMG2，PV余剰型のMG3をモデルし，30日分の電力シナリオ

を作成した。予約情報は名古屋市のカーシェア利用特性に基づいて作成された確率密度関数[46]

から 1日に 12人の利用者を想定して，30日分の交通シナリオを生成した。EVの性能は日産リー

フを参考にした。MGの買電価格は北海道電力の時間帯別電灯[47]，売電価格はMETIが調査を行

った小売り電気事業者の買取価格の中央値[48]を参考にした。各機器と MG に関するパラメータ

を表 3-1にまとめる。 

 

∑ ∑ 𝑈𝑟,𝑣,𝑏
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

= 1

𝐵

𝑏

𝑉

𝑣

  (3.3) 
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図 3-3 試算対象のイメージ 

 

図 3-4  MGの買電価格と売電価格 
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表 3-1 各機器とMGに関するパラメータ 

 変数名 値 

時間幅 ∆𝑇 0.25 

定置型蓄電池の充放電効率

（片道分） 
𝜂𝐵𝑎𝑡 0.94 

定置型蓄電池の Cレート

[kW/kWh] 
𝐶𝑟𝑎𝑡𝑒𝐵𝑎𝑡 1 

EVの充放電効率（片道分） 𝜂𝐸𝑉 0.94 

BPの充放電効率（片道分） 𝜂𝐵𝑃 0.94 

EVの走行効率[km/kWh] 𝜂𝑟𝑢𝑛 8 

EVの最大容量[kWh] 𝐸𝑣
𝐸𝑉𝑀𝐴𝑋 40 

BPの最大容量[kWh] 𝐸𝑏
𝐵𝑃𝑀𝐴𝑋 20 

EV充電器の定格[kW] 𝐶𝑎𝑝𝑚
𝐸𝑉 40 

BP充電の定格[kW] 𝐶𝑎𝑝𝑚
𝐵𝑃  20 

MG1とMG2の距離[km] 𝑑1,2,𝑑2,1 10 

MG1とMG3の距離[km] 𝑑1,3,𝑑3,1 5 

MG2とMG3の距離[km] 𝑑2,3,𝑑3,2 10 

各MGに設置されている充電

器数 
𝑆𝑃 4 

MG1における EVの初期台数  1 

MG2における EVの初期台数  1 

MG3における EVの初期台数  1 

MG1における BPの初期個数  2 

MG2における BPの初期個数  2 

MG3における BPの初期個数  2 

 以上の条件下で 2つのケースについて試算し，その結果を比較した。 

Case1：各MGにバッテリ内蔵ワンウェイ型 EV（最大容量 40kWh）1台が配置されているケース。 

Case2：各MGに BS対応ワンウェイ型 EV1台と最大容量 20kWhの BP2組が配置されているケー

ス。 

 なお，BPと EV内臓バッテリの Cレートはともに 1.0としている。各MGの充電器はパワーシ

ェアリング機能（充電器に接続された複数の BP間で電力を最適に配分する機能）を有しており，

MG内の充放電で使用できる最大電力は 40kWとした。 

 次の手順で 30シナリオにおいて多段階最適化を実施し，運用計画を作成する。各手順における

MG の潮流のイメージを図 3-5 に示す。正の値は上位系統からMG への順潮流，負の値は PV 余

剰によるMGから上位系統への逆潮流を表している。 

1. (2.1)式を用いて全 MG の運用コストを最小化し，得られた運用コストを𝐹𝐶_𝑙𝑖𝑚として保存す

る。 

2. 手順 1の運用コストを遵守するための(3.4)式を制約条件として追加し，(3.1)式を用いて上位

系統との連係点の最大潮流を最小化する。得られた各MGの最大潮流を𝑃𝑚
𝑀𝑎𝑥_𝑙𝑖𝑚として保存
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する。ここで添え字𝑚はMGの番号を表している。 

3. さらに手順 2の最大潮流を遵守するための(3.5)式を制約条件として追加し，(3.2)式を用いて

上位系統との連係点潮流の平均変動を最小化する。 

 

図 3-5 各手順におけるMGの潮流のイメージ 

3.4.2 試算結果―EVの運用形態による影響― 

 あるシナリオの EV運用計画を図に示す。Case1の EV運用計画を図 3-6に示す。同図では EV

がMGに滞在している時間帯を EVごとに色別の長方形で表し，その中でMGから充電している

時間帯を紫色の横線，MG へ放電している時間帯を橙色の横線で示している。予約情報への貸出

対応を実線で示している。Case2 の EV 運用計画を図 3-7 に示す。同図では BP が MG に配置さ

れている時間帯を水色の長方形で表し，その中でMGから充電している時間帯を紫色の横線，MG

へ放電している時間帯を橙色の横線で示している。BPが EVに搭載され，MG間を移動している

時間帯は搭載されている EVごとに色別の実線で示している。MG1の潮流（MG機器の充放電を

含まない場合，各 Caseの場合）を図 3-8に示す。なお，試算条件において予約情報の詳細は割愛

したが，Case1と Case2ともに予約対応を満たしている。Case1のMG1の滞在時間に着目する。

図 3-6より 12:45は EVが不在の時間帯であるため，PV余剰のピークに対応できていないことが

図 3-8 から確認できる。Case1 の EV-a に着目する。図 3-6 より 11:00 から 12:30 に MG2 へ放電

した後，3 回目の予約対応としてMG1 へ移動し，PV 余剰を利用して再充電を行っている。再充

電に利用できる時間は 13:00 から 13:30 のわずか 30 分であり，この突発的な EV 充電が潮流変動

𝐹𝐶 = 𝐹𝐶_𝑙𝑖𝑚 (3.4) 

𝑃𝑚
𝑀𝑎𝑥 ≤ 𝑃𝑚

𝑀𝑎𝑥_𝑙𝑖𝑚 (3.5) 
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を引き起こしていることが図 3-8 から確認できる。一方，Case2 の EV-a では，図 3-7 の通り，

12:15 まで MG2 へ放電した BP を搭載して 3 回目の予約対応として MG1 へ移動している。MG1

では事前に 11:30から 13:00にかけて PV余剰で充電された BPに交換し，次の予約対応を行って

いる。MG1に残された BPは 14:00から 15:30にかけて PV余剰で充電される。このように， 12:45

の PV余剰のピークに対応しつつ，突発的な充電を回避していることが図 3-8から確認できる。 

BSの導入により，MGにおける移動型蓄電池を連続的に利用できる機会が増え，予約が多い昼

間であっても PV 余剰をより効率的に充電できている。その結果，MG 群の運用コスト（𝐹𝐶）は

Case1 では 37,553 円，Case2 では 37,305 円，最大潮流（𝐹𝑀）は Case1 では 116kW，Case2 では

85kW，潮流の平均値変動（𝐹𝐴）は Case1では 1.8kW/15min，Case2では 0.8kW/15となった。 

 

図 3-6 Case1 - EV運用計画 
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図 3-7 Case2 - EV運用計画 

 

図 3-8  MG1の潮流 

 各シナリオの運用コストを図 3-9，最大潮流を図 3-10，平均変動を図 3-11に示す。図 3-9から

BS が導入されたカーシェアはバッテリ内蔵型 EV によるカーシェアと同等の経済効果を発揮し

ていることが確認できる。さらに，前述したように BS による連続的な移動型蓄電池の活用は，
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PV 余剰による逆潮流のピークへの対応や突発的な充電の回避に寄与していることから，図 3-10

からは最大潮流が比較的大きいシナリオでは BSによって最大潮流が削減されており，図 3-11か

らは BS によって潮流の変動平均変動が抑制されていることも確認できる。このことから BS は

MGへの経済効果に加えてMGと上位系統の連係線容量の削減や平均変動抑制といった系統貢献

に関するポテンシャルを有しているといえる。 

 

図 3-9 運用コスト 
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図 3-10 最大潮流 

 

図 3-11 平均変動 
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3.4.3 試算結果―移動需要量による影響― 

 一日の利用者を 3人，6人，9人と変更して 30日分のシナリオを作成し，数値試算を実施した。

Case1と Case2の運用コスト，最大潮流，平均変動の差分を算出し，それぞれの平均値を求めた。

運用コストを図 3-12，最大潮流を図 3-13，平均変動を図 3-14 に示す。図 3-12 より，利用者数

が少ない場合は，予約対応に伴うエネルギーの空間的移動の機会が限られるため，一度に大量の

エネルギーを運搬できるバッテリ内蔵型 EV が有利となる。一方，利用者数が増加すると，移動

型蓄電池として連続的に活用可能な BS の方が相対的に優位性を示すことが確認できる。最大潮

流削減と平均変動抑制は利用者数によらず，移動型蓄電池として連続的に活用可能な BS の方が

優位にあることが図 3-13と図 3-14から確認できる。このことからシェアモビリティを主力とす

るMaaS社会では，BSは効率的な EVの充電量の管理だけでなく，MGの経済効果や上位系統へ

の系統交換の観点からエネルギー供給に貢献する可能性があると考えられる。 

 

図 3-12  Case1に対する Case2のコスト削減の平均値 
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図 3-13  Case1に対する Case2の最大潮流削減の平均値 

 

図 3-14  Case1に対する Case2の平均変動抑制の平均値 
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第 4 章 カーシェア型MaaSと統合したMGの

実規模計画手法 

4.1 実規模計画手法に関する先行研究と本研究の目的 

 実規模の配車計画は大規模な組み合わせ問題であり，Mixed Interger Linear Programming（MILP）

のソルバーを使用して厳密解を導出することは困難である。このため，短時間で良質な解を探索

する計画手法が数多く提案されている。例えば Ropkeら[49]は Adaptive Large Neighborhood Search

（ALNS）を提案し，大規模な配車計画の計算効率を向上させるとともに，短時間で高品質な解を

得ることに成功した。Bingshan ら[44]は EV のバッテリスワップを含む配車計画を行うための

ALNS を開発した。Simen ら[50]は EV の充電を考慮したカーシェアの再配置問題を Large 

Neighborhood Searchと Tabu Search（TS）を組み合わせて解決している。これらの研究は，いずれ

も交通運用に限定した計画手法であり，EVからMGへのエネルギー供給など EMSを含む協調計

画手法については十分に議論されていない。そこで，本論文ではワンウェイ型カーシェアと統合

した MG の E2MS を実規模レベルで計画する手法を提案する。また，提案手法は BS への容易な

拡張性を持っている。 

4.2 想定するモデル 

複数の MG を想定し，各 MG 内には PV，バッテリ内蔵型 EV の場合は充電器と駐車スペース

を備えた EVステーション，BSの場合は BSステーションを配置する状況を想定する。系統から

の購入電力と合わせてMG内の電力需要へ供給する。各MGで余剰電力が発生した場合は系統へ

の売電も可能である。EVの予約情報には出発時刻，到着時刻，出発場所，到着場所，走行距離が

含まれているものとする。 

4.3 バッテリ内蔵型 EV向け実規模計画手法 

 本研究では MILP の商用ソルバーよりも効率的に E2MS を計画する手法を提案する。提案手法

は予約情報に対する車両の割当てを EMS の観点から決定する手法であり，再配置による予約対

応の可否判断は対象外とする。具体的には本研究で扱う予約情報は従来の EMS を考慮いしない

配車計画などによって既に EV へ一度割当てられたものであり，全ての予約情報に対応可能な状

況を想定している。 

 提案手法と比較するために使用した MILP の定式化の詳細については，EV を対象とする場合

は 2.3節，BSを対象とする場合は 3.3節を参照されたい。 



 

 

Mobility as a Service とマイクログリッドの運用計画の統合に関する研究 李一達 

58 

 提案手法は E2MS における EV の走行パターンの組合せを TS によって決定し，その組み合わ

せに基づいて一台ごとに EV の充放電を Linear Programming（LP）として解く反復計算として設

計されている。 

4.3.1 充放電計画問題（LP） 

 (4.1)式を最小化するように EV#𝑣の充電と放電を決定する。 

 ここで，𝐹𝑣
𝐿𝑃は EV#𝑣によるMG運用コストへの影響[円]，𝑡は時刻，𝑇は最終時刻，∆𝑇は時間幅，

𝑚は MG 番号，𝑀は MG の総数，𝐶𝑡
𝑏𝑢𝑦
は系統からの購入電力価格[円/kWh]， 𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝐸𝐵 は MG#𝑚で買

電を利用して EV#𝑣を充電する電力[kW]，𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝐷 は MG#𝑚の残存需要への EV#𝑣の放電電力[kW]，

𝐶𝑡
𝑠𝑒𝑙𝑙は系統への売電価格[円/kWh]，𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝐸𝑃𝑉 はMG#𝑚の残存 PV 余剰を利用して EV#𝑣を充電する電

力[kW]である。(4.1)式を最小化することで，EV#𝑣はMGの運用コストを削減することになる。 

 制約条件は次の通りである。 

 ここで，𝑃𝑚,𝑡
𝑅𝐷は EVの充放電を含まないMG#𝑚の正味需要[kW]，𝑣′は EVの番号，𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝑃𝑆 は EV の

充放電を含まないMG#𝑚の PV余剰[kW]，𝐶𝑎𝑝𝑚はMG#𝑚の充電器定格[kW]， 𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑝𝑙𝑢𝑔

は TSによっ

て決定されたEV#𝑣の走行ルートに基づく接続場所を表す外生変数的なバイナリ変数，𝑈𝑚,𝑣,𝑡
𝑠𝑝

はEV

の充電器の使用状況を表す外生的なバイナリ変数（1：充電器使用，0：充電器未使用），𝑆𝑃𝑚は

MG#m の充電器数，𝐸𝑣,𝑡は EV#𝑣の充電残量[kWh]，𝜂𝐸𝑉 は EV の充放電効率（片道分），𝐸𝑣,𝑡
𝑡𝑟𝑎は

𝐹𝑣
𝐿𝑃 = ∑ [𝐶𝑡

𝑏𝑢𝑦
∙ ∑(𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝐸𝐵 − 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝐷 )

𝑀

𝑚

+ 𝐶𝑡
𝑠𝑒𝑙𝑙 ∙ ∑ 𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝐸𝑃𝑉

𝑀

𝑚

] ∙ ∆𝑇

𝑇

𝑡

 (4.1) 

𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝐷 ≤ 𝑃𝑚,𝑡

𝑅𝐷 − ∑ 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝐷

𝑉

𝑣′≠𝑣

 (4.2) 

𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑃𝑉 ≤ 𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝑃𝑆 − ∑ 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑃𝑉

𝑉

𝑣′≠𝑣

 (4.3) 

𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑃𝑉 + 𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝐸𝐵 + 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐷 ≤ 𝐶𝑎𝑝𝑚 ∙ 𝑈𝑚,𝑣,𝑡

𝑃𝑙𝑢𝑔
 (4.4) 

𝑖𝑓 0 ≤ ∑ 𝑃𝑚,𝑣′ ,𝑡
𝐸𝐷

𝑉

𝑣′≠𝑣

, 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝐵 ≤ 0 (4.5) 

𝑖𝑓 ∑ 𝑈
𝑚,𝑣′,𝑡

𝑠𝑝
= 𝑆𝑃𝑚

𝑉

𝑣′≠𝑣

, 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝐵 + 𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝐸𝐷 + 𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝑃𝑉 ≤ 0 (4.6) 

𝐸𝑣,𝑡 = 𝐸𝑣,𝑡−1 + ∑ [𝜂𝐸𝑉 ∙ (𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝐸𝐵 + 𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝐸𝑃𝑉 )—
𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝐸𝐷

𝜂𝐸𝑉
]

𝑀

𝑚

∙ ∆𝑇 − 𝐸𝑣,𝑡
𝑡𝑟𝑎 (4.7) 

𝐸𝑣,𝑡=0 = 𝐸𝑣,𝑡=𝑇 (4.8) 
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TS によって決定された走行ルートに基づく走行消費[kWh]を表す外生的な変数である。EV の充

放電を含まないあるMGの潮流を図 4-1に示す。正の値は上位系統からMGへの順潮流を，負の

値は PV 余剰による MG から上位系統への逆潮流を表している。この潮流を基に算出された𝑃𝑚,𝑡
𝑅𝐷

と𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝑃𝑆 を図 4-2 に示す。次に，EV#𝑣以外の EV が𝑃𝑚,𝑡

𝑅𝐷へ放電し，𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝑃𝑆 から充電していると仮定

する。この場合，𝑃𝑚,𝑡
𝑅𝐷から EV#𝑣以外の EV の放電電力を差し引いた残存需要（(4.2)式の右辺），

および𝑃𝑚,𝑣,𝑡
𝑃𝑆 から EV#𝑣以外の EVの充電電力を差し引いた残存 PV余剰（(4.3)式の右辺）を図 4-3

に示す。このように，(4.2)式は EV#𝑣以外の EVの放電を考慮した残存需要に対する EV#𝑣の放電

電力，(4.3)式は EV#𝑣以外の EV の充電を考慮した残存 PV 余剰からの EV#𝑣の充電電力に関する

制約である。(4.4)式は EVの充放電速度，(4.5)式は買電による充電のタイミング，(4.6)式は充電器

の使用状況，(4.7)式は充電残量の推移，(4.8)式は EV の終始の充電残量が変わらないようにする

制約である。 

 

図 4-1  EVの充放電を含まないMGの潮流 
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図 4-2  𝑃𝑚,𝑡
𝑅𝐷と𝑃𝑚,𝑣,𝑡

𝑃𝑆  

 

図 4-3  残存需要（(4.2)式の右辺）と残存 PV余剰（(4.3)式の右辺） 

4.3.2 初期解の生成 

 まず EMSを考慮せずに EVに全ての予約情報を割当てる。この走行パターンの作成には，従来

の配車計画を使用することも可能である。本研究で採用する具体的な割当て方法については試算

条件において述べる。次に各 EVの走行パターンに基づき，4.3.1項の充放電計画問題を解き，𝐹𝑣
𝐿𝑃
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が最小である EV の充放電を制約条件として固定する。その後，他の EV の充放電計画を初期化

し，再度 4.3.1項の充放電計画問題を解いて同様の操作を行う。全ての EVの充放電が決定される

までこの操作を繰り返す。 

4.3.3 配車計画問題（TS） 

 TSでは Fig.3のように停車位置が重複しているMG で 2台の EVの走行パターンを一点交叉さ

せ，EV の走行パターンと充放電計画を変更する操作を行う。これに加えて走行パターンを変更

せずに，2 台の EV の充放電計画のみをリスケジュールする操作も実施する。具体的には以下の

a~fの処理をいずれかの条件が満たされるまで繰り返す。 

⚫ 𝑆𝑇秒間処理を繰り返した場合。 

⚫ 𝑆𝐵反復を実施しても最良解の更新が行われない場合。 

 

図 4-4  一点交差のイメージ 

a. 交叉点の検出 

 探索の集中化を避けるために図 4-5のように EVを 1台ランダムに選択し，その他 EVと

停車位置が重複しており交叉可能な交叉点を全て検出し保存する。交叉点の数が𝑆𝐶𝑃個を上

回るまでこの操作を繰り返す。なお，検出された交叉点が既に保存されている場合は，重複

を避けるため保存しない。 

 



 

 

Mobility as a Service とマイクログリッドの運用計画の統合に関する研究 李一達 

62 

 

図 4-5  3台の中で EV-aがランダムで選択された場合の交叉点 

b. 交叉点のコスト改善 

 各交叉点において 2 台の EV の走行パターンと充放電の変更に基づく𝐹𝑣
𝐿𝑃の改善値をすべ

て計算する。例えば図 4-5 の交叉点 1 では，まず交叉後の走行パターンに基づいて EV-a の

4.3.1 項の充放電計画問題を解き，その結果を制約条件として固定した後に EV-b の 4.3.1 項

の充放電計画問題を解く。この手順により，EV-aを最初に計画した場合の𝐹𝑣
𝐿𝑃の改善値が得

られる。次に交叉後の走行パターンに基づいて EV-bの 4.3.1項の充放電計画問題を解き，制

約条件として固定した後に EV-a の 4.3.1 項の充放電計画問題を解く。この手順により，EV-

b を最初に計画した場合の𝐹𝑣
𝐿𝑃の改善値が得られる。両者の改善値を比較し，より大きな改

善値を交叉点 1 のコスト改善𝐹𝑐=1
𝐿𝑃_𝐶

[円]として保存する。ここで，添え字𝑐は交叉点を識別す

るためのインデックスである。 

c. 充放電計画の再計画によるコスト改善 

走行パターンを変更せずに充放電の再計画に基づく𝐹𝑣
𝐿𝑃の改善値をすべて計算する。例えば

図 4-5の三つの交叉点が検出されている場合，EV-aと EV-b，また EV-aと EV-cの走行パタ

ーンを変更せずに交叉点のコスト改善と同様にして充放電を再計画し，それぞれの𝐹𝑣
𝐿𝑃の改

善値を算出する。充放電の再計画によるコスト改善を𝐹𝑏
𝐿𝑃_𝑅

[円]として保存する。ここで添え

字𝑏は EVの組合せを識別するためのインデックスである。 

d. 暫定解に変更を加える 

 以下の条件 i から iii を考慮して交差点のコスト改善𝐹𝑐
𝐿𝑃_𝐶[円]と充放電の再計画によるコ

スト改善𝐹𝑏
𝐿𝑃_𝑅

[円]を比較し，最も大きな改善をもたらす操作を暫定解に反映する。 

i. タブーリストによる判別 

タブーリストによって禁止されている操作は選択できない。 

ii. 特別選択による判別 

タブーリストによって禁止されている操作であっても，最良解を更新する場合，すな

わち全 EV の MG 運用コスト削減∑ 𝐹𝑣
𝐿𝑃𝑉

𝑣 が現状で最小となる場合は例外的に選択でき

る。 

iii. 長期メモリの活用 

改善値が同じ複数の操作が候補となる場合，長期メモリによって計算されるスコア

を基準に選択を行う。 

新たな暫定解が最良解を更新する場合，その暫定解を最良解として保存する。 

e. タブーリストの更新 

 タブーリストには各 EVに割当てられていた予約情報を記録する。例えば図 4-5に示され
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ている交叉点 1が選択された場合，図 4-6のように元々割当てられていた予約情報がタブー

リストに保存される。（充放電の再計画が選択された場合でも割り当てられている予約情報

がタブーリストに保存される。）以降のタブーリストによる判別では，タブーリストに記録

された予約情報と𝑆𝐶個以上重複する操作を禁止する。図 4-5 の交叉点 1 が選択された場合

に生成される新しい走行パターンを図 4-7に示す。例えば𝑆𝐶 = 2とした場合，交叉点 4での

交叉によって EV-aに T#2，EV-bに T#7が割当てられる。この割り当てはタブーリストに記

録された予約情報と 2件重複するため，この操作は禁止される。このように解の類似性を基

準に禁止操作を設定することで，大規模な組み合わせ問題を効率的に解くことが可能となる

[51]。 

 タブーリストは𝑆𝐿反復ごとに初期化される。 

 

図 4-6  タブーリストのイメージ 

 

図 4-7  図 4-5の交叉点 1が選択された場合の走行パターン 

f. 長期メモリの更新 

 長期メモリは反復計算全体を通じて各予約情報が各 EV に割当てられた回数を記録する。

長期メモリのイメージを図 4-8 に示す。例えば図 4-5 に示されている交叉点 1 が選択され

た場合，（EV-a，T#1），（EV-a，T#2）, （EV-b，T#5）, （EV-b，T#6），（EV-b，T#7）

にそれぞれ 1回分が加算され，図 4-8のような長期メモリが作成される。また，図 4-7に示

されている交叉点 4 と交叉点 5 のコスト改善値が等しく，両方とも最有力候補となった場

合，図 4-8の長期メモリを用いて判別を行う。交叉点 4では，長期メモリの（EV-a，T#2），

（EV-a，T#5），（EV-a，T#6），（EV-b，T#1），（EV-b，T#7）の合計値が 2 となり，交

叉点 5では（EV-a，T#5），（EV-a，T#6），（EV-a，T#9），（EV-c，T#7），（EV-c，T#8）

合計値が 0となる。この場合，合計値が小さい交叉点 5が選択される。 

このように，改善値が同じ複数の操作が候補となる場合，長期メモリを活用して判別を行

い，探索が浅い領域に向うように調整する。 
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図 4-8  長期メモリのイメージ 

4.4 BS向け実規模計画手法 

 4.3 節で示したバッテリ内蔵型 EV 向け実規模計画手法を，EV を BP に置き換えることで，同

様のアルゴリズムを用いて BPの移動およびMGへのエネルギー供給を計画する。BPは図 4-9に

示すタイムテーブルのように，BPが配置されているMGおよび BPを搭載している EVの情報を

管理する。一方，EVは 4.3節で示した図 4-4のように，EVが停車しているMGおよび EVに割

当てられた予約情報を管理する。 

 

図 4-9  BPに関するタイムテーブル 

 4.3節と同様に，BPのタイムテーブルに基づいて BP間の交叉点を検出する。例えば，図 4-10

の交叉点 1では，交叉する BPがいずれも EVに搭載されているため，EVの走行ルートも連動し

て変更する必要がある。一方，交叉点 2では BPの交換に該当するため，EVの走行ルートを変更

する必要はない。このようにして，BSの BP交換に対応する運用計画を実施している。 
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図 4-10  交叉のイメージ 

4.5 試算条件 

 札幌のカーシェアステーションの分布[52]および地理的条件[53]を参考に，図 4-11 に示す実規

模モデルを作成した。図 4-11は OpenStreetMap[53]を編集して作成している。青色で示されたMG

は住宅街を想定したバランス型MGであり，群馬県太田市で実測された NEDO実証データ[37]か

ら 35軒分の PV出力および電力需要をランダムに抽出してモデルした。鉄道駅付近日に配置され

た赤色のMGは繁華街を想定した電力需要型MGであり，EMSオープンデータ[54]から中規模娯

楽施設の電力需要をランダムに抽出し，群馬県太田市で実測された NEDO 実証データ[37]から 5

軒分の PV出力をランダムに抽出してモデルした。各MGには 1台の EVを配置している。BSの

場合，各 MG に EV が使用可能な BP を 2 つ配置し，充電器はパワーシェアリング機能を有し，

接続された複数の BP 間で電力を最適に配分できるとしている。1 日に「EV の台数×5 人」の利

用者を想定し，名古屋市のカーシェア利用特性に基づいて作成された確率密度関数[46]から予約

情報を生成した。本研究は再配置手法の提案を目的としていないため，生成された予約情報を順

次 EV に割り当て，対応できない予約情報が生成された場合は受け付けないものとした。提案手

法の初期解としては，この割り当てられた走行パターンをそのまま使用している。EV の性能は

日産リーフ[38]を参考にした。買電価格は北海道電力の従量電灯 C[55]，売電価格はMETIが調査

を行った小売り電気事業者の買取価格の中央値[48]を参考にした。提案手法のパラメータは試行

錯誤的に決定した。提案手法とMGの機器に関するパラメータを表 4-1にまとめる。 
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図 4-11  試算対象のイメージ 
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表 4-1 提案手法とMG機器に関するパラメータ 

以上の条件下で 4つのケースについて試算し，その結果を比較した。 

Case1：MILPソルバー（CPLEX）を用いてバッテリ内蔵型 EVの運用計画を作成する 。 

Case2：提案手法を用いてバッテリ内蔵型 EVの運用計画を作成する。 

Case3：MILPソルバー（CPLEX）を用いて BSの運用計画を作成する。 

Case4：提案手法を用いての BSの運用計画を作成する。 

 各試算ケースでは MG の数を段階的に増やし、小規模モデルから始めて計算負荷を分析した。

段階的に使用するモデルの構成を表 4-2に示す。表 4-2に記載されているMGの番号は 図 4-11

で示した実規模モデルと対応している。また，CPLEXの計算時間の上限は 7200秒とした。 

 

 

 

 

 

 変数名 値 

時間幅 ∆𝑇 1/60 

計算時間に関する停止条件

[sec] 
𝑆𝑇 7200 

最良解の更新に関する停止条

件[反復] 
𝑆𝐵 63 

1反復で調べる交差点の数 𝑆𝐶𝑃 14 

禁止する予約情報の重複数 𝑆𝐶 3 

タブーリストの初期化頻度 

[反復] 
𝑆𝐿 21 

EVの充放電効率（片道分） 𝜂𝐸𝑉 0.94 

BPの充放電効率（片道分） 𝜂𝐵𝑃 0.94 

EVの走行効率[km/kWh] 𝜂𝑟𝑢𝑛 8 

EVの最大容量[kWh] 𝐸𝑣
𝐸𝑉𝑀𝐴𝑋 40 

BPの最大容量[kWh] 𝐸𝑏
𝐵𝑃𝑀𝐴𝑋 20 

EVの最大充放電電力[kW] 𝐶𝑎𝑝𝑚
𝐸𝑉 40 

BPの最大充放電電力[kW] 𝐶𝑎𝑝𝑚
𝐵𝑃  20 

各MGに設置されている充電

器数 
𝑆𝑃 

1 

(BSの場合は一つの充電器で

2つまで BPを充電可能) 

EVの充放電効率（片道分） 𝜂𝐸𝑉 0.94 

BPの充放電効率（片道分） 𝜂𝐵𝑃 0.94 

EVの走行効率[km/kWh] 𝜂𝑟𝑢𝑛 8 

MGの購入電力価格[円/kWh] 𝐶𝑡
𝑏𝑢𝑦

 40 

MGの売電電力価格[円/kWh] 𝐶𝑡
𝑠𝑒𝑙𝑙  10 
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表 4-2 段階的に使用するモデル 

4.6 試算結果 

 各試算ケースのMGの運用コストと計算時間等を表 4-3と表 4-4に示す。なお，MILPソルバ

ーが制限時間内に実行可能解を発見できなかった場合は「解なし」と記載している。まず，MG総

数が 3 の場合に着目する。バッテリ内蔵型 EV の運用計画では，MILP ソルバーで導出された最

適解（MGの運用コスト：56,541[円]）と同等の結果を達成している。さらに最適解の発見に要す

る計算時間は 1[sec]であり，MILPソルバーの 10[sec]よりも短縮されている。一方，BSを活用し

た運用計画では，MILP ソルバーが制限時間内に発見した実行可能解（運用コスト：57,189[円]）

と同等の結果を達成している。さらに最良解の発見に要する計算時間は 3[sec]であり，MILPソル

バーの 620[sec]と比較して大幅に短縮されている。次に，MG 総数が増加した場合に着目する。

MILP ソルバーでは，組み合わせ数の増加に伴い制限時間内に実行可能解を発見できなくなる。

一方で，提案手法では計算時間は増加するものの、比較的許容可能な範囲内で運用計画を作成で

きていることが示されている。 

表 4-3 Case1と Case2 

 

 

 

 

 

 

 

MG総数 バランス型MGの番号 電力需要型MGの番号 

3 1,2 21 

12 1,2,3,4,5,6,7,8 21,22,23,24 

21 1,2,3,4,5,6,7,8,9,10,11,12,13,14 21,22,23,24,25,26,27 

30 
1,2,3,4,5,6,7,8,9,10,11,12,13,14 

,15,16,17,18,19,20 
21,22,23,24,25,26,27,28,29,30 

MG総数 Case 
MGの運用 

コスト[円] 

最良解の 

発見時間[sec] 

計算時間 

[sec] 

双対 

ギャップ[%] 

3 
Case1 56,541 10 13 0 

Case2 56,541 1 18  

12 
Case1 231,089 6000 7200 2.5 

Case2 230,880 44 116  

21 
Case1 解なし 解なし 解なし 解なし 

Case2 435,389 61 200  

30 
Case1 解なし 解なし 解なし 解なし 

Case2 588,992 341 585  
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表 4-4 Case3と Case4 

 MG総数が 30の場合に着目する。Case2と Case4における各反復での最良解のMGの運用コス

トを図 4-12に示す。実規模レベルの問題において，MGの運用コストを削減するために EV（Case2）

および BP（Case4）の運用計画が反復計算を通じて継続的に更新されていることが分かる。Case2

におけるある EVの走行および充放電の概略図を図 4-13に示す。同図では EVの走行経路を矢印

で表しており，矢印の始点には出発時刻，矢印の終点には到着時刻を記載している。また，MGに

おいて EV が充電を行っている場合は黄色，放電を行っている場合は緑でハイライトしている。

カーシェアの予約対応に便乗して，住宅街に設置されたバランス型MG の PV 余剰を街中や鉄道

駅周辺の電力需要型MGに空間的シフトしている様子が見て取れる。次に Case4におけるある BP

の運用計画に着目する。便宜上，この BPを BP-aと呼ぶ。BP-aの移動には 2台の EVが関与して

おり，それぞれ EV-aおよび EV-bと呼ぶ。EV-aおよび EV-bの移動ならびに BP-aの充放電の概略

図を図 4-14 に示す。図 4-14 の表現ルールは図 4-13 と同様であるが，EV の走行経路について

は，BP-aを装填している場合は実線，その他の BPを装填している場合は点線で表現している。

EV-a は 2 回目の予約対応において，あらかじめ MG8 の PV 余剰で充電しておいた BP-a を装填

し，MG8 から MG23 へ PV 余剰を空間的シフトしている。さらに，EV-a は 3 回目の予約対応を

実施した後，直ちに 4 回目の予約対応を行うが，その際に装填している BP を交換することで，

MG17 の PV 余剰で BP-a を再充電している。その後 MG17 に到着する EV-b が BP-a を装填して

MG29へ移動することでMG29の夜間需要にMG17の PV余剰を活用することとなる。 

 これらの結果から，提案手法は小規模モデルにおいて MILP ソルバーより短時間で最適解を導

出することが可能であり，さらに MILP ソルバーでは対応困難な実規模レベルの運用計画を実現

できることが数値試算を通じて示された。 

MG総数 Case 
MGの運用 

コスト[円] 

最良解の 

発見時間[sec] 

計算時間 

[sec] 

双対 

ギャップ[%] 

3 
Case3 57,189 620 7200 5.3 

Case4 57,189 3 29  

12 
Case3 解なし 解なし 解なし 解なし 

Case4 232,991 75 170  

21 
Case3 解なし 解なし 解なし 解なし 

Case4 435,261 252 461  

30 
Case3 解なし 解なし 解なし 解なし 

Case4 589,332 698 1000  
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図 4-12   Case2と Case4の各反復における最良解のMGの運用コスト 
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図 4-13  Case2におけるある EVの走行と充放電の概略図 
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図 4-14   Case4におけるある BPの移動と充放電の概略図 
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第 5 章 ライドシェア型MaaSとMGの統合 

5.1 ライドシェアに関する先行研究と本研究の目的 

 ライドシェアは大まかに相乗りタイプと乗合タイプに分けることができる[56]。両者の主な違

いを表 5-1に示す。相乗りタイプは任意の個人同士が相互の都合を交渉・調整の上に同乗する形

式である。2024年 4月にタクシー不足の解消を目的として，東京・横浜・名古屋・京都の大都市

圏で規制が緩和され，相乗りタイプのライドシェアが地域限定で解禁された[57]。さらなる普及

のために，タクシー事業者以外のものがライドシェア事業を行うことを位置づける法律制度に関

する議論が進められているところである。一方，乗合タイプは不特定多数の乗客を相手に営む事

業が中心となり乗客を同乗させる形式である。特にオンデマンドの乗合交通サービスは地域交通

の効率化の観点から注目されており，コミュニティバスや乗合タクシーなど様々な名称のもとで

様々な地域で運営されている[58]。本研究では，すでに多くの地域で実運用の段階にある乗合タ

イプのライドシェアとして運用されている EV群を移動型蓄電池としてMG群のエネルギーマネ

ジメントに活用することを検討する。 

表 5-1 相乗りタイプと乗合タイプの違い 

 乗合タイプ 相乗りタイプ 

車両 
商用車 

（バン，シャトルバス） 
自家用車 

運転手 
サービス提供者が 

業務として行う 

利用者が運転手となる 

場合もあり 

費用 定額または低価格 運転手と乗客で費用分担 

 ライドシェアの運用計画に関連した研究は数多く行われている。例えば，Yuら[59]はサービス

品質の観点から相乗りタイプを利用するにあたって生じる乗客の待ち時間を削減するための手法

を提案している。Zhuら[60]は乗合タイプの走行消費を削減する手法を提案し，自家用車と比較し

て走行消費を 24%～39%削減する効果があることを示している。山本ら[61]は貨物輸送と同時に

ライドシェアを提供する貨客混載車両の運用計画手法を提案し，従来の貨客分離型の運用と比較

して輸送コストを削減する効果があることを示している。このようにライドシェアの運用計画は，

サービス品質や輸送コストの改善に関連する運用計画の議論が主軸であり，エネルギー設備とし

て活用することを議論する事例は少ない。 

そこで本研究では，乗合タイプのライドシェア（以下単にライドシェアと呼ぶ）を想定した

E2MS を提案する。提案手法はライドシェアの移動需要と MG 群の電力需要の双方を考慮して，

自動運転技術を搭載した EV をエネルギー供給の効率化の手段として MG 群のエネルギーマネ

ジメントで活用することを目的としている。ライドシェアの乗客の輸送に加えて MG 群のエネ

ルギーの時間的・空間的シフトを行うための走行経路も含めて計画することで，MaaS で運用
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されているライドシェアを移動型蓄電池として活用する経済的効果を明らかにする。 

5.2 想定するモデル 

5.2.1 MGのエネルギーフロー 

 本研究では，日立北大ラボが北海道岩見沢市で実施した自立型ナノグリッドを参考に，複数の

MGが近隣エリアに分散して導入されている状況を想定している。各MGには図 5-1のように PV

が設置されており，系統からの購入電力と合わせてMG内の電力需要へ供給する。各MGで余剰

電力が発生した場合は系統への売電も可能である。また，各MGには EV用の充電器を備えてい

る駐車場が併設されており，MaaSの拠点として機能しつつ，EVを蓄電池としても利用すること

でMGへのエネルギー供給の効率化をはかる状況を想定している。 

 

図 5-1 MGのエネルギーフロー 

5.2.2 ライドシェアの運用 

 本研究では北海道岩見沢市で運用されているオンデマンド乗合タクシーを参考に，次のような

ライドシェアサービスを想定する。 

⚫ 定期便運航を前提とし，往路（Pickup Service）では乗客宅まで迎えに行き，乗客を順次乗車
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させながらあらかじめ決められた目的地であるMG内の駐車場へ，決められた到着時刻まで

に送る。復路（Dropoff Service）ではあらかじめ決められた時刻・出発地（MG内の駐車場）

において乗客を乗車させ，乗客宅まで順次送る。 

⚫ 乗客は前日までに電話等で乗車する定期便を伝える。ライドシェアを運営するオペレータは，

乗客からの連絡を受けたその場で配車計画を立て，往路の場合は乗車させる時刻を X時 XX

分から Y時 YY分までといった幅を持った時間窓（Time Window，以下 TW）として返答す

る。復路の場合も同様に，乗客宅へ到着する時刻を X 時 XX 分までといった TW として返

答する。 

⚫ 運用当日は TW内の時間に乗客の送迎を行う。 

5.3 ライドシェアを想定した E2MS 

 前述の通り，本研究で想定するライドシェアサービスは乗客からのリクエストに対して迅速に

配車計画を作成し，その場で TWを返答する状況を想定している。この配車計画は，他の乗客に

回答済みの TW と整合をとり，かつ効率的なルートを決める必要があるが，このような VRP は

NP 困難であり，厳密解を迅速に求めることは難しい。さらに本研究では，VRP と MG 群に対す

るエネルギー供給計画とを組み合わせた E2MS の開発を目指しており，乗客からのリクエスト対

応に加え，エネルギーマネジメントのための移動も考慮する必要があることから，一般的な VRP

よりも大規模で複雑な組合せ問題となり，厳密解の工学的時間での求解はますます困難である。

そこで本研究では図 5-2 のように，乗客からのリクエストの受付時に短時間で VRP の近似解を

求める最適化パート（以下，OP1）と，ライドシェアの利用予約受付終了後に OP1の結果を制約

条件としつつ EVを移動型蓄電池として活用することを含めてMG 群のエネルギー供給を最適化

するパート（以下，OP2）の二段階で対応する手法を提案する。 



 

 

Mobility as a Service とマイクログリッドの運用計画の統合に関する研究 李一達 

76 

 

図 5-2 ライドシェアを想定した E2MSのフローチャート 

5.3.1 最適化パート 1（OP1） 

 Ropkeら[49]によって提案された適応的巨大近傍探索（Adaptive Large Neighborhood Search，以

下 ALNS）は，貨客混載のライドシェア[63]，カーシェア車両の再配置[64]，BS型シェアモビリテ

ィ[44]など，様々な VRP を短時間で効率的に近似解を求解可能な手法である。本研究でもこの

ALNSを OP1の解法として用いる。ALNSは，車両走行ルートに割当て済みの乗客を割当てから

外す破壊操作と，その乗客を再度別の車両に割当て直す修復操作とを反復することで，解空間を

探索する手法である。また，破壊・修復操作の実装方法にも幾つかのバリエーションがあり，各

操作による解の改善度合いを次回以降の反復での操作の選択確率に反映することで，効率的に探

索を行う。本研究では破壊操作として Random 破壊の 1 種類を，修復操作として Random 修復，

Greedy修復，Regret修復の 3種類を実装している。OP1の具体的な目的関数については後述する。

初期解は貪欲法を用いて生成する。ただし，本研究はライドシェアで運用される EV を対象とし

ていることから，修復操作や初期解の生成に際しては次の制約条件を満たすものを考慮する。 

【往路便に関する制約】 

 

𝑇𝑖
𝑠𝑡𝑎𝑟𝑡 ≤ 𝑇𝑖

𝑝𝑖𝑐𝑘
≤ 𝑇𝑖

𝑒𝑛𝑑 ,   𝑖 ∈ 𝑈  (5.1) 

𝑇𝑠
𝑎𝑟𝑟 − 𝑇𝑎_𝑚 ≤ 𝑇𝑖

𝑑𝑟𝑜𝑝
≤ 𝑇𝑠

𝑎𝑟𝑟 ,   𝑖 ∈ 𝑈 (5.2) 



 

第 5 章 ライドシェア型 MaaSと MG の統合 

 5.3 ライドシェアを想定した E2MS 

77 

【復路便に関する制約】 

【往路便と復路便の両方に共通する制約】 

 ここで，𝑈は乗客の集合，𝑇𝑖
𝑠𝑡𝑎𝑟𝑡，𝑇𝑖

𝑒𝑛𝑑は乗客#𝑖に返答した TWの始まりと終わりの時刻，𝑇𝑖
𝑝𝑖𝑐𝑘

（𝑇𝑖
𝑑𝑟𝑜𝑝

）は乗客#𝑖の乗車時刻（下車時刻）（OP1の求解プログラムが内部的に持っているもので

あり，乗客には通知しない），𝑇𝑠
𝑎𝑟𝑟，𝑇𝑎_𝑚は運行タイムテーブルに記載している往路便#𝑠の到着

時刻とそのマージン，𝑇𝑖
𝑚𝑖𝑛は乗客#𝑖の自宅と目的地間を最短ルートで移動する際にかかる最短乗

車時間，𝑇𝑚𝑎𝑥は許容できる乗客の最大待ち時間，𝑇𝑠
𝑑𝑒𝑝
，𝑇𝑑_𝑚は復路便#𝑠の出発時刻とそのマージ

ン，𝑁𝑖は乗客#𝑖を乗車させるために必要となる EVの台数，𝑉は EVの総数，𝑆𝑑𝑒𝑝と𝑆𝑎𝑟𝑟は定期便

の出発場所と到着場所の集合，𝑈′は全乗客の乗降地点の集合と𝑆𝑑𝑒𝑝，𝑆𝑎𝑟𝑟との和集合（𝑈′に含ま

れている地点をノードと呼ぶ）であり，𝐿𝑣,𝑛はノード#𝑛における EV#𝑣の乗車人数，𝐿𝑐𝑎𝑝は EVの

最大乗客数，𝐸𝑛,𝑛′
𝑡𝑟𝑎はノード#𝑛から#𝑛′へ移動に必要な消費電力量[kWh]，𝐷𝑛,𝑛′はノード#𝑛と#𝑛′の

移動距離[km]，𝜂𝑡𝑟𝑎は EV の電費[km/kWh]，𝑇𝑛,𝑛′
𝑡𝑟𝑎はノード#𝑛から#𝑛′への移動時間[min]，𝑅は EV

の平均走行速度[km/min]，𝐸𝑣,𝑛
𝑚𝑖𝑛は EV#𝑣がノード#𝑛以降の運行に必要とする最低エネルギー量，

𝐸𝑣,𝑛
𝑚𝑎𝑥は EV#𝑣がノード#𝑛の時点で保有できる最大エネルギー量である。 

 𝐸𝑣,𝑛
𝑚𝑖𝑛と𝐸𝑣,𝑛

𝑚𝑎𝑥のイメージを図 5-3に示す。EV#𝑣の計画の最終時刻（一日の最終時間断面）から，

現時点で確定している運行を含めてノード#𝑛まで遡って求めることで最低限必要な充電量とし

て𝐸𝑣,𝑛
𝑚𝑖𝑛を求める。反対に𝐸𝑣,𝑛

𝑚𝑎𝑥は，EV#𝑣について計画の初期時刻から，現時点で確定している運

行を含めてノード#𝑛まで，MG に滞在しており充電可能な時間帯では最大速度で充電した場合の

充電量として求める。 

𝑇𝑖
𝑚𝑖𝑛 ≤ 𝑇𝑠

𝑎𝑟𝑟 − 𝑇𝑖
𝑝𝑖𝑐𝑘

≤ 𝑇𝑚𝑎𝑥 ,   𝑖 ∈ 𝑈 (5.3) 

𝑇𝑖
𝑠𝑡𝑎𝑟𝑡 ≤ 𝑇𝑖

𝑑𝑟𝑜𝑝
≤ 𝑇𝑖

𝑒𝑛𝑑 ,   𝑖 ∈ 𝑈 (5.4) 

𝑇𝑠
𝑑𝑒𝑝

≤ 𝑇𝑖
𝑝𝑖𝑐𝑘

≤ 𝑇𝑠
𝑑𝑒𝑝

+ 𝑇𝑑_𝑚,   𝑖 ∈ 𝑈 (5.5) 

𝑇𝑖
𝑚𝑖𝑛 ≤ 𝑇𝑖

𝑑𝑟𝑜𝑝
− 𝑇𝑠

𝑑𝑒𝑝
≤ 𝑇𝑚𝑎𝑥 ,   𝑖 ∈ 𝑈 (5.6) 

𝑁𝑖 ≤ 𝑉,   𝑖 ∈ 𝑈 (5.7) 

𝑆𝑑𝑒𝑝 = 𝑆𝑎𝑟𝑟 (5.8) 

𝐿𝑣,𝑛 ≤ 𝐿𝑐𝑎𝑝 ,   𝑛 ∈ 𝑈′ (5.9) 

𝐸𝑛,𝑛′
𝑡𝑟𝑎 =

𝐷𝑛,𝑛′

𝜂𝑡𝑟𝑎
,   𝑛 ∈ 𝑈′,   𝑛′ ∈ 𝑈′ (5.10) 

𝑇𝑛,𝑛′
𝑡𝑟𝑎 =

𝐷𝑛,𝑛′

𝑅
,   𝑛 ∈ 𝑈′,   𝑛′ ∈ 𝑈′ (5.11) 

𝐸𝑣,𝑛
𝑚𝑖𝑛 ≤ 𝐸𝑣,𝑛

𝑚𝑎𝑥 ,   𝑛 ∈ 𝑈′ (5.12) 
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図 5-3 𝐸𝑣,𝑛
𝑚𝑖𝑛と𝐸𝑣,𝑛

𝑚𝑎𝑥の計算のイメージ 

(5.1)式は TW に準じた往路便の乗車時刻に関する制約， (5.2)式は往路便の到着時刻に関する制

約，(5.3)式は往路便の乗客の待ち時間に関する制約，(5.4)式は TW に準じた復路便の下車時刻に

関する制約，(5.5)式は復路便の出発時刻に関する制約，(5.6)式は復路便の乗客の待ち時間に関す

る制約，(5.7)式は運用する EV の台数に関する制約，(5.8)式は定期便の出発場所と到着場所に関

する制約，(5.9)式は EVの乗車人数に関する制約，(5.10)式は移動に伴うエネルギー消費に関する

制約，(5.11)式は移動にかかる時間に関する制約，(5.12)式は EVの電欠に関する制約である。 

図 5-2 のように，新たな乗客#𝑖からリクエストがある度に，対象定期便における全乗客の TW

と地理的な条件に加えて，他の定期便との整合性を図る目的から対象定期便以外の全定期便にお

ける全 EVの運用計画を OP1における制約条件とした上で乗客#𝑖の乗車・下車時刻を決定する。

往路では決定された乗車時刻を基に(5.13)式と(5.14)式を用いて新たな乗客#𝑖の TW を作成し，当

該乗客に返答する。復路では下車時刻を基に同様にして TWを作成し，当該乗客に返答する。 

 ここで，𝑇𝑡𝑤は TWの時間幅である。このように，TWとして回答することで，その後の乗車リ

クエストに対しても TWの範囲内で乗車・下車時刻を調整することが可能となり，不特定多数の

乗客に対応できるようになることが期待できる。 

5.3.2 最適化パート 2（OP2） 

 2.3 節において，カーシェア型 EV 群のマネジメントと MG 群のエネルギーマネジメントとを

統合可能な配車・充放電計画手法を提案した。研究で提案する OP2 は，2.3 節の計画手法を基本

として，次の通り修正した最適化問題である。まず，目的関数は 2.3節と同様，(5.15)式に示す全

MGの運用コスト𝐹𝐶を最小化とする。 

𝑇𝑖
𝑠𝑡𝑎𝑟𝑡 = 𝑇𝑖

𝑝𝑖𝑐𝑘
−

𝑇𝑡𝑤

2
,   𝑖 ∈ 𝑈 (5.13) 

𝑇𝑖
𝑒𝑛𝑑 = 𝑇𝑖

𝑝𝑖𝑐𝑘
+

𝑇𝑡𝑤

2
,   𝑖 ∈ 𝑈 (5.14) 
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 ここで， 𝑡は時刻，𝑇は最終時刻，𝑚と𝑀はそれぞれMGの番号と総数，∆𝑇𝑜𝑝2は OP2の時間幅，

𝐶𝑡
𝑏𝑢𝑦
は系統からの購入電力価格[円/kWh]， 𝑃𝑚,𝑡

𝑏𝑢𝑦
は MG #𝑚mの系統からの購入電力[kW]，𝐶𝑡

𝑠𝑒𝑙𝑙は

系統への売電価格[円/kWh]，𝑃𝑚,𝑡
𝑠𝑒𝑙𝑙𝑙はMG#𝑚の系統からの売買電力[kW]である。 

この𝐹𝐶の最小化問題では，定期便をどの EV に割当てるかを決定する。この割当ては，図 5-2

にある定期便の運行に関する移動制約を満たすものであり，EV の割当ての選択肢は OP1 で作成

した各 EVの走行ルートを参照して作成される。例えば，図 5-4のように OP1で作成した一つの

往路ルート（図中の灰色の線）に対して，全てのMGから最初の乗客までの距離を加味した上で，

全てのMGから走行を開始する選択肢（図中の赤，橙，緑色の線）を全ての EVに与える。また，

復路の場合は全てのMGに到着する選択肢を全ての EVに与えることで，移動制約を満たす範囲

内でエネルギーマネジメントの観点から EV の割当てや定期便の運行に関する走行の開始場所や

到着場所をOP1から変更することが可能である。OP1で計画した実行可能な選択肢も含まれてい

ることからOP2は必ず実行可能な最適化問題である。このことから，定期便の運行に関する移動

制約は(5.16)式のように 2.3節から修正されている。 

ここで，𝑉は EV の総数，𝑈𝑟,𝑚,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

は OP1 における走行ルート#𝑟の MG#𝑚に対応した走行ルート

に EV#𝑣を割当てる場合に 1となるバイナリ変数である。 

 このようにして，OP2では OP1の運行スケジュールを満たす EVの移動とMGにおける EVの

充放電に基づくMGの売電力𝑃𝑚,𝑡
𝑠𝑒𝑙𝑙と買電力𝑃𝑚,𝑡

𝑏𝑢𝑦
をエネルギーマネジメントの観点から決定するこ

とで，(5.15)式を最小化する。具体的な定式化は 2.3節を参照されたい。 

𝐹𝐶 = ∑ ∑(𝐶𝑡
𝑏𝑢𝑦

∙ 𝑃𝑚,𝑡
𝑏𝑢𝑦

−𝐶𝑡
𝑠𝑒𝑙𝑙 ∙ 𝑃𝑚,𝑡

𝑠𝑒𝑙𝑙) ∙

𝑀

𝑚

𝑇

𝑡

𝛥𝑇𝑜𝑝2 (5.15) 

∑ ∑ 𝑈𝑟,𝑚,𝑣
𝑎𝑠𝑠𝑖𝑔𝑛

= 1

𝑀

𝑚

 

𝑉

𝑣

 (5.16) 
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図 5-4 往路の移動制約の作成 

5.4 数値試算 

5.4.1 試算条件 

 本研究では，3つのMGを想定し，それぞれMG1：電力需要よりも PV発電量が少ない繁華街

地域，MG2：電力需要と同程度の PV発電量となるような住宅街地域，MG3：電力需要よりも PV

発電量が多い閑散地域とした。電力需要・PV データは NEDO が群馬県太田市で実施した実証事

業[37]の計測値に基づき作成した。また，MGの配置は北海道岩見沢市周辺の地理的条件を，MG

の需要規模は日立北大ラボが開発しているナノグリッド[45]と北海道岩見沢市の人口分布[65]に

基づき設定した。ライドシェアの往路便の目的地かつ復路便の出発地は繁華街地域の MG1 とし

た。往路便の到着時刻は 9:00，10:00，11:00，12:00，復路便の出発時刻は 13:00，14:00，15:00，

16:00とした。乗客宅の座標は最低でもMG1から 2km以上離れていることを条件に，MG周辺で

ランダムに生成した。VRP，EV，MG に関するパラメータを表 5-2 に示す。EV の仕様は日産の

e-NV200[66]を，EV 充電器の仕様は Chademo Association[39]を参考にした。買電価格は北海道電

力の従量電灯 C[55]，売電価格はMETIが調査を行った小売り電気事業者の買取価格の中央値[48]

を参考にした。OP1における ALNSの反復回数は 3,000回，計算時間幅は 1分とした。OP2 にお

ける混合整数線形計画問題は分枝限定法による求解を実時間で 30 分間実施し，その後解の精度

を実行可能解に基づいて改善する Solution Polishing[67]をさらに 30 分行うことで解いた。計算時
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間幅は 5分とした。使用した PCの CPUは Intel Xeon Gold 6250®，メモリは 64[GB]である。 

表 5-2 VRP，EV，MGに関するパラメータ 

 変数名 値 

往路到着時刻のマージン[min] 𝑇𝑎_𝑚 20 

復路出発時刻のマージン[min] 𝑇𝑑_𝑚 0 

乗客の最大待ち時間[min] 𝑇𝑚𝑎𝑥 30 

TWの時間幅[min] 𝑇𝑡𝑤 20 

EVの車両数[台] 𝑉 4 

EVの平均走行速度[km/min] 𝑅 0.58 

EVの電費[km/kWh] 𝜂𝑡𝑟𝑎 7.5 

OP1における定期便の 

出発場所 
𝑆𝑑𝑒𝑝 MG1 

OP1における定期便の 

到着場所 
𝑆𝑎𝑟𝑟 MG1 

MGの購入電力価格[円/kWh] 𝐶𝑡
𝑏𝑢𝑦

 40 

MGの売電電力価格[円/kWh] 𝐶𝑡
𝑠𝑒𝑙𝑙  10 

EVの最大収容人数[人] 𝐿𝑐𝑎𝑝 7 

EVの最大容量[kWh]  40 

EV充電器の定格[kW]  25 

EVの充放電効率（片道分）  0.94 

EVの初期エネルギー量[kWh]  5 

EVの初期位置  MG1 

MG1とMG2の距離[km]  5 

MG1とMG3の距離[km]  10 

MG2とMG3の距離[km]  10 

 次の 3ケースについて試算し，その結果を比較した。 

⚫ Case1 

OP1では(5.17)式のように，乗客の乗車時間の総和𝐹𝑇として目的関数を定義し，𝐹𝑇最小化す

るように対象定期便の全乗客の乗車𝑇𝑖
𝑝𝑖𝑐𝑘

・下車時刻𝑇𝑖
𝑑𝑟𝑜𝑝

を決定し，EV の配車計画を立て

る。 

 ここで， 𝐼は乗客の総数である。また，OP2ではMaaSとMG群の EMSが統合されていな

い状況を想定し，EVはMG群のエネルギー供給の効率化のために活用しない。すなわちラ

イドシェアの運行に必要となるエネルギー量を最小コストで充電する運用を行う。 

⚫ Case2 

OP1の目的関数は Case1と同様に(5.17)式を用いる。一方，OP2ではMaaSとMG 群の EMS

が統合している状況を想定し，MG群のエネルギー供給に EVを活用する。すなわち(5.15)式

  𝐹𝑇 = ∑(𝑇𝑖
𝑑𝑟𝑜𝑝

− 𝑇𝑖
𝑝𝑖𝑐𝑘

)

𝐼

𝑖

,   𝑖 ∈ 𝑈 (5.17) 
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の下でMG群の運用コストを最小化するように EVを運用する。 

⚫ Case3 

OP1 では(5.18)式のように，エネルギー供給の効率化を目的とする評価値𝐹𝐸を最小化するよ

うに対象定期便の全乗客の乗車𝑇𝑖
𝑝𝑖𝑐𝑘
・下車時刻𝑇𝑖

𝑑𝑟𝑜𝑝
を決定し，EVの配車計画を立てる。具

体的には EV の走行消費電力量（第 1 項）ならびに PV 余剰をできるだけ EV に充電出来る

よう，余剰が発生する時間帯にできるだけ空き EVを確保する（第 2項）ものとした。 

ここで，𝑉は EV の台数，𝐸𝑣
𝑐𝑜𝑛は OP1 における EV#𝑣の走行消費量[kWh]，𝑡𝑣

𝑑𝑒𝑝
は EV#𝑣の

出発時刻，𝑡𝑣
𝑎𝑟𝑟は EV#𝑣の到着時刻，𝑃𝑡

𝑠𝑢𝑟は各MGの PV余剰で，PV出力から需要（EVによ

る充電を除く）を差し引いたもの（ただし負値は 0 に丸める）を合算した値[kW]，∆𝑇𝑜𝑝1は

OP1の計算幅である。一方，OP2では Case2と同様にMG群の運用コスト最小化（(5.15)式）

を目的関数とする。 

各ケースの比較には，次の評価指標を用いる。 

⚫ 走行消費率 

EV がどの程度のエネルギー量を走行で消費したかを示す指標として(5.19)式で定義する

走行消費率𝜂𝑡𝑟𝑎[%]を用いる。 

 ここで，𝐸𝑡_𝑐は EV 群が乗客輸送とエネルギーマネジメントのための走行で消費するエ

ネルギー量[kWh]，𝐸𝑡_𝑠は EV 群の蓄電池容量[kWh]である。 

⚫ 等価サイクル数 

EV が何サイクル分のエネルギー量を MG に供給したかを示す指標として，(5.20)式で等価

サイクル数𝜂𝑒を用いる。 

  ここで，𝐸𝑎_𝑑は EV 群の累積放電量[kWh]である。 

⚫ 移動コスト削減 

Case2 と Case3 において目的地までの乗車時間を考慮した移動コストの削減を示す指標と

して(5.21)式で定義する移動コスト削減𝐶𝑡𝑟𝑎[円 /min]を用いる。 

ここで，𝐶1と𝐶𝑥は Case1 と Case#x の MG 群の運用コスト[円]，𝑇𝑥
𝑡は Case#x における乗

客の乗車時間の総計[min]である。 

  𝐹𝐸 = ∑(𝐸𝑣
𝑐𝑜𝑛 + ∑

𝑃𝑡
𝑠𝑢𝑟 ∙ ∆𝑇𝑜𝑝1

𝑉

𝑡𝑣
𝑎𝑟𝑟

𝑡=𝑡𝑣
𝑑𝑒𝑝

)

𝑉

𝑣

 (5.18) 

  𝜂𝑡𝑟𝑎 =
𝐸𝑡_𝑐

𝐸𝑡_𝑠
∙ 100 (5.19) 

  𝜂𝑡𝑟𝑎 =
𝐸𝑡_𝑐

𝐸𝑡_𝑠
 (5.20) 

  𝐶𝑡𝑟𝑎 =
𝐶1 − 𝐶𝑥

𝑇𝑥
𝑡

 (5.21) 
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5.4.2 代表日試算 

 各定期便の乗客数は，交通量[68]の特性を反映して表 5-3 のように設定した。各 MG の需要カ

ーブ（MG#mDem）と PVカーブ（MG#mPV）を図 5-5に示す。 

表 5-3 各定期便の乗客数 

 往路便 復路便 

到着時刻 9 10 11 12     

出発時刻     13 14 15 16 

乗客数 15 13 12 11 12 13 12 14 

 

図 5-5 需要カーブと PVカーブ 

 

各 Caseの EV毎の運用計画を図 5-6，図 5-7，図 5-8に示す。同図では EVがMGに滞在して

いる時間帯を長方形で表し，その中でMGから充電している時間帯を紫色の横線，MGへ放電し

ている時間帯を橙色の横線で示している。また，乗客の乗車を含む移動を実線，それ以外の移動

を点線としている。ただし，往路便の到着から他のMGへの無人移動，無人移動から定期便の出

発を即座に行う場合は滞在として表現していない。また，Case2 と Case3 の 8:00～9:00 付近の各

EVの走行ルートの概略図を図 5-9と図 5-10に示す。同図では有人走行は実線，無人走行は点線，

黒丸は乗客の位置，番号付きの青丸はMGの位置，各地点における到着時刻を合わせて記載して

いる。各時刻における EV群の累積充電量と累積放電量を図 5-11に示す。 

 図 5-6 と図 5-7 からわかるように，Case1 と Case2 では各定期便において 4 台の EV を並列に

運用することで乗客の乗車時間を短くしている。Case1では EV-aと EV-cは往路便の合間に，EV-

bと EV-dは早朝にそれぞれMG2とMG3において PV余剰を活用することで，定期便の運行に必

要なエネルギー量を確保している。Case2 ではライドシェアの運用に加えて，MG1 と MG3 の夜

間の電力需要へのエネルギー供給に EV からの放電電力が活用されている。また，夜間の電力需
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要量は EV の蓄電池容量よりも十分に大きく停車時間も長いため，EV の放電量やタイミングは

自由度がある。その中で，今回の試算ではたたまた断続的な放電が計画されたものであり，その

放電計画に強い意味はない点に留意されたい。8:00～9:00付近に注目すると，図 5-9の通り EV-a

と EV-c はMG3，EV-d は MG2 において PV 余剰で充電してから，それぞれのMG 付近の乗客を

ピックアップして MG1 へ向かっている。往路便の到着後に EV-c は MG1 で放電することで電力

を供給し，その他の EV は PV 余剰が発生するMG2 およびMG3 へ無人で移動した後に充電して

いる。このように，Case1では EVはMGの EMSに関与することなく，ライドシェアとしての観

点から EVが運用されている。また，Case2では乗客の乗車時間を短くするための EVの並列運用

に協調する形で，無人移動と充放電を実施することで，EV を MG の移動型蓄電池として活用し

ている。 

Case3 では図 5-8 の通り，ライドシェアの運用に関わらない空き EV が確保されており，EV-b

の 8:00～9:00におけるMG3での充電や EV-aの 13:00～14:00におけるMG1へのエネルギー供給

から，定期便が予定されている時間帯においても EV を移動型蓄電池として活用している。8:00

～9:00 付近に注目すると，図 5-10 の通り EV-a と EV-d はMG2，EV-c はMG3 において PV 余剰

で充電してから，Case2 と同様の乗客に 3 台の EV で対応している。この間，EV-b は乗客を乗せ

る必要がないことから，MG1で放電した後，EV-cと入れ替わる形でMG3へ無人移動して PV余

剰を活用する形で充電している。このように，同じライドシェアの需要であっても，OP1の目的

関数がエネルギー重視型に変わることにより，乗客対応に利用しない EV を確保して移動型蓄電

池として活用することで Case2 よりも効率的なエネルギー供給を実現している。同様の理由によ

り，図 5-11の累積充電量ならびに累積放電量も Case3の方が増加している。 

このように，提案手法を用いることでライドシェアの制約を満たした上で，MG の移動型蓄電池

としても EVを活用していることがわかる。 

 

図 5-6 Case1 - EVの運用計画 
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図 5-7 Case2 - EVの運用計画 

 

図 5-8 Case3 - EVの運用計画 
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図 5-9 Case2 - 8~9時付近の移動の概略図 

 

図 5-10  Case3 - 8~9時付近の移動の概略図 
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図 5-11 累積充放電量 

MG 群の運用コストと Case1～Case3 における乗客の乗車時間の総和𝐹𝑇を算出し，それを乗客

の総数𝐼で割ることで得られた平均乗車時間𝐴𝑇等を Table3に示す。Case1における EV群の走行消

費率は 56%であり，エネルギー供給の効率化の目的では EV を活用しないことから等価サイクル

数は0である。Case2では各定期便の並列走行に加えて，エネルギーマネジメントのための走行を

実施していることから走行消費率は 63%に増加している。これに伴い，等価サイクル数が0.43の

エネルギー設備として活用されるようになり，Case1から PV余剰量が 18%削減されている。MG

群へのエネルギー供給の効果が走行消費の増加に伴う損失を上回ることでMG群の運用コストは

Case1から 9.6%削減されている。また，目的地までの平均乗車時間は 15.3分であり，MG群の運

用コスト削減をライドシェアの運用コスト削減に充てる場合は，1.2 円/min の移動コスト削減と

なる。Case3では評価値𝐹𝐸が最小化されており， 乗客輸送のための走行消費が少ない上に，エネ

ルギーマネジメントのための走行が乗客輸送による影響を受けにくいため，EV 群の走行消費率

は 51%に減少している。さらに定期便が予定されている時間帯においても EV を移動型蓄電池と

して活用しており，エネルギー供給率が Case2 の 3 倍程度の 123%となっている。Case1 から PV

余剰量が 43%削減されており，MG群の運用コストが 30%削減されている。また，目的地までの

平均乗車時間は 21分であり，MG群の運用コスト削減をライドシェアの運用コスト削減に充てる

場合は，3.8円/minの移動コスト削減となる。 
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表 5-4  MG群運用コストと乗客の平均乗車時間 

 Case1 Case2 Case3 

MG運用コスト 

𝐹𝐶  [円] 
17,963 16,224 12,563 

平均乗車時間 

 𝐴𝑇 = 𝐹𝑇/𝐼 [min] 
15.3 15.3 21.0 

評価値 

𝐹𝐸 [kWh] 
1449 1449 1108 

走行消費率 

 𝜂𝑡𝑟𝑎 [%] 
56 63 51 

等価サイクル数 

 𝜂𝑒 
0 0.43 1.23 

移動コスト削減 

𝐶𝑡𝑟𝑎 [円/min] 
 1.2 3.8 

なお，乗客への返答までに要する時間，すなわち OP1 の求解時間は，(5.17)式𝐹𝑇を目的関数と

した場合は最長で 16.90 秒，最短で 0.02 秒，平均で 7.88 秒，(5.18)式𝐹𝐸を目的関数とした場合は

最長で 21.49秒，最短で 0.01秒，平均で 10.31秒，であった。 

このようにライドシェアの乗客輸送と同時に PV 余剰の時間的・空間的シフトに寄与する MG

群の移動型蓄電池として活用することは，MG 群の運用コストや MaaS の運用コストを削減し得

るがわかる。さらに MaaS の運用を緩和することは効率的なエネルギー供給に繋がることがわか

る。 

5.4.3 シナリオ試算 

 一年分の乗客・電力需要・PV出力のシナリオを作成して試算を行った。電力需要・PV出力は

実証事業[37]の一年分の計測値に基づき作成している。乗客数は 5.4.2の表 5-3を基準としてラン

ダムに±1だけ増減させた。乗客の座標は 5.4.2項と同様にMG周辺でランダムに生成した。Case1

に対する Case2と Case3のコスト削減を図 5-12，移動コスト削減を図 5-13に示す。図 5-12と図 

5-13の通り，プロットのバラつきから乗客・電力需要・PV出力のシナリオにMaaS統合の効果は

強く依存していることがわかる。また，Case2では EMSに配慮した運用を行わないためMaaS統

合の効果が得られないシナリオがある。一方で，Case3では EMSにおける運用を想定した空き EV

が確保されることから効率的にエネルギー供給を実施できており，全てのシナリオにおいて MG

群の運用コストと移動コストが削減されている。このように，ライドシェア型 MaaS を移動型蓄

電池として効率的に運用するためには，電力と交通の条件を考慮して整合性を図るために MaaS

の運用を緩和する必要があるといえる。具体的な図の記載は省略するが，Case3 の平均乗車時間

は Case2 と比較して 3~7 分の範囲で延長されており，MaaS の運用が緩和された結果となってい

る。 
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図 5-12 MG運用コスト削減 

 

図 5-13 移動コスト削減 
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5.4.4 平均乗車時間とMGの運用コストの関係 

 平均乗車時間の延長がMGの運用コスト削減に与える影響を分析するために，𝜀制約法[69]によ

り両者のパレート解を導出した。具体的には，(5.22)式に基づき全乗客の乗車時間を Case2に対し

て𝐼 ∙ 𝜏[min]（𝐼は一日の乗客数，𝜏は延長する平均乗車時間）だけ緩和したかたちで制約し，𝜏を増

加させながらその制約を徐々に緩和しながら Case3 の最適化問題を繰返し解くことでパレート解

#𝜏を導出した。 

 ここで，𝐹𝜏,𝑠
𝑇 はパレート解#𝜏における定期便#s の総乗車時間[min]，𝐹𝐶𝑎𝑠𝑒2,𝑠

𝑇 と𝐹𝐶𝑎𝑠𝑒3,𝑠
𝑇 はそれぞれ

Case2 と Case3 における定期便#s の総乗車時間[min]，∆𝐹𝑇は Case3 の運用によって増加した一日

の総乗車時間[min]，𝐼は一日の乗客数，𝜏は Case2の平均乗車時間から追加で延長する平均乗車時

間[min]である。すなわち，右辺の第二項では，𝐼と𝜏の積により一日の総延長乗車時間をもとめ，

それに丸括弧で求める各定期便における総乗車時間の増加割合に基づく配分を求め，これを

𝐹𝐶𝑎𝑠𝑒2,𝑠
𝑇 に加えることでパレート解導出で設定する乗車時間の上限を求めている。 

 上記のパレート解として求めた Case2 からの平均乗車時間の延長時間とコスト削減の関係を図

に示す。図 5-14はパレート解における(5.15)式のMG群運用コスト𝐹𝐶の削減を，図 5-15は(5.21)

式の移動コスト削減𝐶𝑡𝑟𝑎の増分を示している。PV余剰が発生しないシナリオでは，平均乗車時間

を延長しても EV による PV 余剰吸収への寄与は増加せず，したがってコスト削減効果が比較的

小さいため，図 5-14と図 5-15ではこのようなシナリオに対するプロットは省略している。図中

の折れ線は，横軸を 1分単位で区切り，各区間に対して求めたコストの平均値を繋いだものであ

る。図 5-14 の通り，平均乗車時間を延長することで MG 群の運用コスト削減も大きくなり，両

者の間にトレードオフの関係がある。また図 5-15 においても平均乗車時間の延長と移動コスト

削減効果の間にトレードオフの関係があることが分かる。ただし，平均乗車時間の延長に対する

各コスト削減効果の傾きは，延長時間が長くなるにつれて徐々に緩やかになる傾向にある。 

𝐹𝜏,𝑠
𝑇 ≤ 𝐹𝐶𝑎𝑠𝑒2,𝑠

𝑇 + (
𝐹𝐶𝑎𝑠𝑒3,𝑠

𝑇 − 𝐹𝐶𝑎𝑠𝑒2,𝑠
𝑇

∆𝐹𝑇
) ∙ 𝐼 ∙ 𝜏 (5.22) 
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図 5-14  Case2からの平均乗車時間の延長とMGの運用コスト削減の効果 

 

図 5-15  Case2からの平均乗車時間の延長と移動コスト削減の効果 

 あるシナリオにおいて，𝜏 = 2としたパレート解と，Case3 の各定期便における EV の使用台数

を表 5-5に示す。また，MG2における PV余剰と EVの充電電力を図 5-16と図 5-17に示す。表 

5-5の通り，𝜏 = 2としたパレート解では 3台の EVが使用され，1台を空き EVとして確保するこ

とで PV余剰が多い時間帯に余剰吸収に活用している。一方，Case3ではさらに多くの EVを充電

用に確保している。これにより，図 5-16と図 5-17の通り𝜏 = 2としたパレート解と比較してCase3
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の EV 充電電力は増加している。ただし，PV 余剰が充電器の定格（25kW）を下回るような時間

帯にも充電するような計画となっており，結果的に，EV を充電に回すことによるコスト削減効

果が低下することが示唆される。乗客の乗車時間を犠牲にする点を考慮すると，図 5-15 のよう

に，平均乗車時間の延長に対する移動コスト削減効果の傾きが大きい 1～3分程度の延長が，コス

トパフォーマンスの観点から最も効果的であるといえる。 

 このように，乗車時間の延長とMGの運用コストは密接な関係にあり，MGの運用コストは乗

客の利用料金に反映される。そのため実運用の段階では電力・交通の予測を正確に行い，乗車時

間の延長に対するコスト改善の度合いを乗客に開示した上で，乗客の交通利用の意識事前調査を

行い，MaaS運用の緩和範囲を決定する必要があると考えられる。さらに，リアルタイムの予測誤

差に対応するための運用手法も必要となる。実運用を想定した検討開発は今後の検討とする。 

表 5-5 定期便における EVの使用台数 

 往路便 復路便 

到着時刻 9 10 11 12     

出発時刻     13 14 15 16 

パート解（𝜏 = 2） 

使用台数 
4 4 3 3 3 3 4 4 

Case3 

使用台数 
4 3 2 2 3 3 3 4 

 

図 5-16 パレート解（𝜏 = 2） - MG2における PV余剰と EV群の充電 
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図 5-17 Case3 - MG2における PV余剰と EV群の充電 
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第 6 章 結論 

6.1 本論文のまとめ 

本論文では，脱炭素社会の実現を目指した電力と交通の社会的動向を見据えたMGとMaaSの

運用計画の統合に関する研究を行った。MaaS の配車計画と MG 間のエネルギーの空間的シフト

を含めた EMS を協調的に計画・運用する E2MS を提案し，MaaS の移動需要を満たしつつ，MG

間のエネルギーの時間的・空間的シフトにMaaSを活用し得ることを数値試算をもとに評価した。 

第 1章では，本論文の背景として，地球温暖化や化石燃料の枯渇問題について述べた。これら

の問題に対し，電力では次世代電力ネットワークとして再生可能エネルギーを主力とした MG，

交通では次世代交通システムとして EV によるシェアモビリティを主力とする MaaS が期待され

ていることを述べた。MaaS でシェアリングされている EV を MG の蓄電設備としても利用する

ことで，MG のエネルギーの時間的・空間的シフトに活用する目的と本論文の構成について述べ

た。 

第 2章では，カーシェア型MaaSとMGを統合する経済効果を評価した。ラウンド型のシェア

リング形態に加えて今後普及するであろうワンウェイ型と自動運転可能なワンウェイ型にも導入

可能な E2MSを提案した。数値試算を通じて EV のシェアリングサービス形態ならびに自動運転

の可否より EV の有用性は大きく変わるが，カーシェアリング利用者にとって有用なサービスで

あるほど，またそれを支える自動運転技術が利用可能になることで，エネルギー利用の観点から

もメリットが増すことが示された。MG によるエネルギー供給と，カーシェアリングとを Win-

Win の関係で連携させられる可能性が示された。 

第 3章では，BSとMGを統合する経済効果と系統貢献効果を評価した。BSがカーシェアに導

入され，MG の蓄電設備として連続的に活用できるようになることで，バッテリ内蔵型 EV と同

等の経済効果を発揮しつつ，MG と上位系統の連係線容量の削減や平均変動抑制といった上位系

統への系統貢献に関する可能性が示された。 

第 4 章では，カーシェア型 MaaSと統合したMG の実規模計画手法を提案した。E2MS は配車

計画とマイクログリッド群に対するエネルギー供給計画を組み合わせており，一般的な配車計画

よりも複雑な組み合わせ問題となる。提案手法は小規模モデルにおいて MILP ソルバーよりも短

時間で最適解を導出することが可能であり，さらに MILP ソルバーでは対応困難な実規模レベル

の運用計画を実現できることが数値試算を通じて示された。 

第 5 章では，ライドシェア型 MaaS と MG を統合する経済効果を評価した。MaaS で運用され

ている乗合タイプのライドシェアの EVを活用するための運用計画手法を提案した。EMSと統合

することで EVはMGのエネルギーの時間的・空間的シフトに寄与するエネルギー設備になり得

ることを示した。また，MaaSの運用を緩和することは EVの走行消費を削減すると同時に移動型

蓄電池としてのエネルギー供給量を増加させることから，効率的なエネルギー利用につながるこ
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とを示した。 

本論文を通して，電力部門と交通部門における次世代システム・技術を統合し，MaaSでシェア

リングされる EV を移動型蓄電池としても活用することで，MG や MaaS における再生可能エネ

ルギーの効率的な利用と両者の経済性向上を実現し，結果として両部門の共通目標である脱炭素

化に貢献しうる可能性が示唆された。 

6.2 今後の展望 

⚫ 不確実性について 

PV 出力と電力需要の予測誤差や MaaS における飛び込み利用への対応が挙げられる。具

体的には，不確実性を考慮した確率最適化による前日計画の導入，飛び込み利用に対応する

ルールベース手法の開発が挙げられる。カーシェアの場合は飛び込み利用によって影響を受

けるエリアを限定して第 4 章で示した実規模計画手法を活用して再計画を行うといった取

り組みが考えられる。これらの検討を通じてより実運用に即した開発が可能になると期待さ

れる。 

 

⚫ 実規模モデルにおける系統貢献効果の効果 

 第 4 章で提案した手法により，実規模レベルの運用計画を作成できるようになった。目

的関数の変更や多段階最適を導入することにより，MGと上位系統の連係線容量の削減や平

均変動抑制といった上位系統への系統貢献に関する評価も行える可能性がある。 

 

⚫ MaaSの運用緩和に関する検討 

 第 5 章で示した通り，乗車時間の延長と MG の運用コストは密接な関係にあり，MG の

運用コストは乗客の利用料金に反映される。そのため実運用の段階では電力・交通の予測を

正確に行い，乗車時間の延長に対するコスト改善の度合いを乗客に開示した上で，乗客の交

通利用の意識事前調査を行い，MaaS運用の緩和範囲を決定する必要があると考えられる。 

 

⚫ 自動運転可能なワンウェイ型カーシェアと統合したMGの実規模計画手法について 

 第 4 章で提案した手法において，移動のフラグとなっている予約情報に加えて自動運転

による移動を組み込む必要がある。しかし，全時間帯で各 MG 間に自動運転による移動を

設定すると組み合わせが膨大になってしまう。そこで，エネルギー供給に大きく影響する時

間帯を特定し，ある程度選択肢を限定することによって，自動運転対応のワンウェイ型カー

シェアと統合した MG の実規模計画手法を開発できる可能性がある。 

6.3 社会的ニーズへの貢献度，事業化への展望 

⚫ 社会的ニーズへの貢献 

 環境省が公開している日本の温室効果ガス排出量によると，発電所等による温室効果ガス排出

量は全体の 40%を占めている。自動車等による室効果ガス排の出量は全体の 18%を占めており，

電力と交通分野での脱炭素化が特に重要視されている。電力供給の効率化という観点からは、地
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産地消型の電力システムとして再生可能エネルギーを主力とする MG への期待が高まっている

が，多くのMGは補助金なしでは経済的に成り立たないとされている。一方，クリーンなモビリ

ティ利用として EV や MaaS が注目されているが，シェアモビリティを主力としたサービスは，

初期投資が高額であり，経済的なハードルが存在する。そこで，本研究ではMG とMaaSを統合

することで，新たな経済的シナジー効果を生み出し，両分野の脱炭素化に向けた事業開発を促進

する可能性がある。 

 

⚫ 事業化への展望 

 自動車業界は CASE（Connected，Autonomous，Shared，Electric）の進展により，100 年に 1 度

の大変革期を迎えている。その影響は自動車製造だけにとどまらず，販売，整備，保険といった

自動車に関連するバリューチェーンのみならず，エネルギー，IOT，公共交通，観光，金融までも

巻き込む広大な規模と考えられている。しかし，CASE が進展するに伴い，生産コストも比例し

て上昇し，車両販売価格に転嫁するには限界がある。そのため，自動車産業では従来の売り切り

のビジネスモデルから，カーシェアリングやライドシェアリングのような MaaS による持続的な

収益確保へとシフトする動きが検討されている。そこで本研究では，MaaSによる収益に加え，エ

ネルギー分野との統合による追加収益の可能性を示しており，自動車産業における「MaaS×エネ

ルギー」の事業展開に新たな方向性を提示している。 

第 4章で提案した手法は，カーシェアと統合したMGの運用計画を実規模レベルで作成するこ

とが可能であり，小規模モデルでは数秒で最適解を導出できる。このことから，実規模レベルで

運用計画を作成し，当日の飛び込み利用に対しては修正範囲を限定した小規模な運用計画の再計

画を行うことで，実運用への対応が可能であると考えられる。また，第 5章で提案した手法は，

ライドシェアの利用予約状況を考慮し，要請を受けてから平均約 10 秒で乗車または下車時刻を

返答可能な設計となっており，実運用性を有していると考えられる。 
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